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有機農業実践講座～落葉果樹栽培～ 開催にあたって 

 

有機農業の世界でも果樹栽培は特に難しいのが常識となっています。永年作物であるた

め、病害虫の被害でひどい落葉を起こすと、その後の回復に 2～3 年を要することもあり、

農業経営そのものを左右することもあります。 

果実を求める消費者の期待は味を第一に、見た目、外観の品質にも高い要求があり、有機

栽培や安全性は二の次の感があります。 

いっぽう、最近ではリンゴ栽培者木村秋則さんの「奇跡のリンゴ」がテレビ、新聞、映画

などで話題になっています。また、平成 25 年春、農林水産省の有機農業総合支援事業によ

り一般財団法人日本土壌協会から『有機栽培技術の手引 〔果樹・茶編〕』が発行されまし

た。これには、全国各地に点在する有機栽培実践者の事例が多く取り上げられています。

柑橘栽培では、5、6ha から 24ha の有機栽培者がいて、経営的にも軌道に乗せています。 

果樹における有機栽培が不可能であると、最初から決めつけるのは時期尚早ではないで

しょうか。 

落葉果樹においても、プロ農家の視点で有機栽培の可能性を追求する場を設け、問題点や

課題を整理し、実践に向け検討を深めるべきではないかとの声が高まっています。 

そこで、有機栽培にこだわらず、良食味や土づくり、病害虫対策に加えて、加工や流通、

販売持続的経営まで話題を広げて、有機栽培の可能性を考えてみようと、大会会場となる

長野県下伊那郡松川町にて準備を重ねてきました。 

特に本講座のパネルディスカッションでは、土づくりや良食味を実現し、経営的にも安定

した多様なパネラーを一堂に会して、栽培や経営の実際を直接学べるように企画しました。

有機栽培に関心のある生産者はもちろん、普及指導員や行政担当者、販売、流通、加工事

業者などの皆様にも参考になるとともに、活発な意見交換の場となることを期待します。 

最後に、開催にあたってご尽力いただいた関係者の皆様にこの場を借りてお礼を申し上

げます。 

平成 26 年 1 月 14 日 

有機農業参入促進協議会 

副会長 鶴田 志郎 



 

 

目 次 
開催にあたって 

プログラム 5 

パネルディスカッション「落葉果樹栽培の現状と課題」 6 

耕地生態系を支える構成要素と機能 7 

耕地生態系の機能を高める有機栽培技術の基本 19 

果樹の有機栽培実施上の課題と対応策 34 

長野県上田市における減農薬ブドウ栽培（飯塚芳幸） 39 

長野県伊那市における減農薬リンゴ栽培（白鳥 博） 41 

長野県中野市における減農薬モモ、リンゴ栽培（田中久一） 42 

山梨県笛吹市における減農薬モモ、スモモ栽培（久津間紀道） 44 

青森県藤崎町における有機 JAS リンゴ栽培（福田秀貞） 45 

長野県松川町における減農薬リンゴ、ナシ、ブドウ栽培（宮沢喜好） 47 

自然の力を生かしたローコスト・省エネ稲作（米山 修） 50 

■参考資料 

有機農業の研修受入先をご紹介ください 52 

有機農業相談窓口一覧 53 

有機農業参入促進協議会活動案内 54 

 



 

 

プログラム 

第1部 シンポジウム 

於：松川町役場 2 階大会議室 

13:00～13:15 開会式 あいさつ 

鶴田 志郎 

（有機農業参入促進協議会副会長） 

古田 豊文氏 

（長野県農政部農業技術課 

企画幹兼環境農業係長）

深津 徹氏（松川町長） 

北島 正隆氏 

（松川有機農業研究会長）

13:15～13:50 
基調報告 

「落葉果樹栽培の現状と課題」 
鶴田 志郎 
（有機農業参入促進協議会） 

13:50～14:00 休憩 

14:00～16:50 パネルディスカッション 

コーディネーター：鶴田 志郎 
パネラー：飯塚芳幸氏（長野県上田
市）、白鳥博氏（長野県箕輪村）、田
中久一氏（長野県中野市）、久津間紀
道氏（山梨県笛吹市）、福田秀貞氏（青
森県藤崎町）、宮沢喜好氏（長野県松
川町）、米山 修氏（長野県松川町）

16:50～17:00 閉会式 有機農業参入促進協議会 

第2部 情報交流会 

於：信州まつかわ温泉 清流苑 

18:00～20:00 情報交流会 

第3部 現地見学会 

於：信州まし野ワイン株式会社 

8:30 信州まつかわ温泉 清流苑発 

8:40～10:10 信州まし野ワイン株式会社 見学 

10:10～11:50 「果実の加工と流通・販売の課題について」話題提供者と意見交換会

12:00 信州まつかわ温泉 清流苑着解散 
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パネルディスカッション「落葉果樹栽培の現状と課題」 

 

コーディネーター：鶴田 志郎 

パネラー：飯塚芳幸氏（長野県上田市）、白鳥 博氏（長野県箕輪村）、田中久一氏（長野県

中野市）、久津間紀道氏（山梨県笛吹市）、福田秀貞氏（青森県藤崎町）、宮沢喜好氏

（長野県松川町）、米山 修氏（長野県松川町） 

 

本講座のテーマは、落葉果樹の有機栽培の実践です。 

難しいと言われている果樹栽培のなかでも、最も困難とされる落葉果樹栽培の減農薬、有

機 JAS 栽培の実践が始まっています。 

実践事例には、考え方を含めてさまざまな技術・方法があります。そのさまざまな異なる

方法で実践している実施者をパネラーとして一堂に集め、各自から報告してもらい、参加

者の疑問に答えていただきながら、減農薬栽培や有機栽培に取り組む場合の最新技術（考

え方を含む）を吸収し、有機栽培の成功または失敗の少ない実践、普及に繋げたいと考え

ています。 

 

パネルディスカッションは次のように進めます。 

1. パネラー各位の実践概要を含めた自己紹介 

2. 主要テーマごとに参加者からの質問や関連意見を出していただき、パネラーととも
に課題を整理し、解決に近づけるために議論が深まることを期待しています。 

主要テーマは、①病害虫、雑草、土づくりなどの技術的対策や考え方、②加工や販売、

③農業経営、などです。 

 

シンポジウム終了後には、情報交流会を開催します。全国各地からご参加いただいた皆様

同士の交流の場としてご活用ください。 

さらに、翌日には信州まし野ワイン株式会社での現地見学会があります。果実の加工と流

通・販売の課題について、語り合いましょう。 

 

なお、昨年 3 月に一般財団法人日本土壌協会から、農林水産省の補助事業で『有機栽培

技術の手引〔果樹・茶編〕』（http://www.japan-soil.net/report/h24.html）が全国の普及指

導員向けに発行されました。本資料集の 7～38 ページは、その中からの転載です。また、

多くの実施事例が掲載されています。インターネットでアクセスすれば、だれでも入手で

きますので、ぜひご活用ください。 
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耕地生態系を支える構成要素と機能 

1. 有機栽培と慣行栽培の違い 
自然生態系において土壌生成の原動力であり、主体となっているのは、植物や土壌生物で

ある。これら生物量の豊否が土壌の化学的・物理的機能の発現量に大きく関わっているこ

とは、土壌学、生態学、生物学、地球科学等の各学問分野における広範な研究によって、

明らかにされてきている。従って、地上部と地下部の生物量を高めることにより、ある一

定レベルまで土壌の「植物生産機能」を高めることが可能である。 

しかし、農業という経済活動においては効率性、作業性が重視されることから、単位面積

当たりの収穫量を短期間に増加させ、大きさや外観品質、食味を向上させるための栽培技

術が発達し、育種もそれを前提に行われてきた。すなわち、養分が不足すれば化学肥料を

与え、土壌が固くなれば耕起を行い、病害虫が発生すれば殺虫剤や殺菌剤を散布し、雑草

が養分や日光を競合すれば除草剤を散布するという技術である。これらは「速効性が高く」、

栽培上の「問題点をピンポイントで解決」でき、さらに農家にとって特に「高い技術は必

要としない」ため、すぐに普及拡大し、近代的な栽培技術として次々に採用されてきた。

これにより 20 世紀後半から、作物を高収量で安定的に生産できるようになってきた。 

このため、現在のほとんどの農家には、土壌の機能が、「土壌養水分を蓄える培地」か「植

物を支える支持体」程度にしか認識されていないのではないかとさえ危惧されるほど、「本

来の土づくり」がおろそかにされているように見られる。各都道府県の土壌改良目標にお

いても、土壌の化学性、物理性に重きが置かれ、土壌生物に端を発する土壌機能について

の指標は僅少である。 

一方、有機農業は、「土壌が本来有する機能を発現させる」ことが基本となっており、慣

行栽培に取り入れられてきた上記技術は基本的に行えない。そのため、有機栽培農家は「緩

効的あるいは遅効的」であり、「総合的に問題点を解決」し、「農家の技量や知識に依存す

る」農業技術の修得が必要となってくる。従って、慣行栽培に慣れ親しんできた農家が有

機栽培を行うに当たっては、初めて直面することが多く、迷いが多いことは容易に推測さ

れる。 

そのため、有機農業を理解するにはまず、耕地生態系や土壌機能の複雑な関わり合いにつ

いての知識を学び、理解することが肝要である。現在、有機栽培を実践している農家は、

栽培を通して土壌の変化、作物の反応（生育、収量、品質、病害虫など）等を観察・記録

し、その土地に最も適した有機栽培体系を模索しながら構築してきている。また新しい有

機農業技術の導入を試行錯誤しながら取り入れて適用性について検討を行っている。 

現在の有機農業技術レベルは、化学肥料や化学合成農薬を施用しなかった昭和初期の栽

培方法に戻っているわけではなく、分子生物学、生化学、物理学、植物学、動物学、昆虫

学、微生物学、土壌学、作物学、園芸学、生態学などの各学問分野において、分子、組織、

個体、個体群、生態系の各レベルで長年研究が行われ、「自然の本質」を追求することによ

って得られた研究成果によって、有機農業技術のメカニズム、適応性や有効性の範囲が明

確になりつつある。 
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以下本項では、有機農業の可能性について理解を深めることを目的として、有機農業技術

の基礎をなす自然生態系機能のうち、主として有機栽培の土壌管理技術を支える研究情報

を中心に紹介する。 

2. 土壌動物の機能 
土壌中には種々の生物が存在しており、大きく土壌動物と土壌微生物に分かれる。土壌動

物のバイオマスは、土壌微生物より少ないが、土壌の物理性の向上と維持という面では、

なくてはならない存在である。金子（2007）は、既存の土壌動物生態研究を引用し、自然

土壌、いわゆる「発達した土壌」は、生物によって作り出される様々な機能的な場（Domain）

を構成していることを説明している。 

① デトリタス圏（落葉層で細菌やカビによる有機物が進行する。土壌動物の餌となる。） 
② 根圏（根から糖類やアミノ酸などの形で微生物に利用しやすい炭素、窒素源が供給さ
れ、微生物が増加する。また根や根に共生する菌根菌が土壌から水分と栄養塩類を植

物に運ぶ。） 

③ 土壌孔隙圏（土壌の隙間は土壌生物のすみかとして重要な意味を持つ。） 

④ 団粒圏（保水と排水の両方の機能を持つ。） 

⑤ ミミズ生活圏（土壌に穴をあけるだけでなく、様々な作用を引き起こし、土壌を改変
する。） 

⑥ シロアリ圏（集団で巣を作り、土壌に孔隙をあけ、多量の有機物を移動させる。巣の
周辺では栄養塩類の集積が起こったり、他の土壌動物の生息が変化したりする。） 

⑦ アリ圏（同上） 

図Ⅰ－1 は、上記①～⑤のドメインを示している。このように土壌を巨視的から微視的ま

で階層的に見ると、多種多様な生物が、それぞれの生活空間を確保し、物質循環と複雑な

生物相互作用を行っていることが分かる。金子（2007）は、土壌が土壌として存在・維持

されるには土壌生物の働きが必須であり、土壌動物の機能は特に重要であると述べている。 
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このような多種多様で豊富な土壌動物

を増加させるためにはどうしたらよいか

であるが、中村（2005）は、不耕起、無農

薬、前作残渣被覆、雑草刈取り放置でダイ

ズとオオムギを 9 年間栽培し、土壌中の

大型動物の数と種類を詳細に追跡してい

る。その結果、不耕起無農薬栽培区のヒメ

ミミズとササラダニの種数と個体数は、実

験開始 1 年目から慣行栽培区に比べて高

く、その後も経過年とともに増加する傾向

が見られた（図Ⅰ－2）。ミミズの数は 4 年

目から増加し、9 年目には 1 ㎡当たり 200

個体以上になっていた。 

農耕地土壌にミミズ（大型ミミズ）が出

現すると、その他のヒメミミズ、トビムシ、

ササラダニ及び他のダニの個体数を増加さ

せる（図Ⅰ－3）。これはミミズが土壌中に作

るミミズ孔が重要な役割を果たしていると

されている。ミミズ孔の壁にはつやつやし

た層（厚さ 1～2mm）が形成される（写真Ⅰ

－1）。この層にはミミズの粘液がしみ込ん

でおり、微生物が繁殖し、微生物食性のトビ

ムシやセンチュウが多く、中村（2005）は、

ミミズ孔が土壌生物の世界を創っていると

説明している。 

有機物とともにミミズを入れて作物を栽培すると、ミミズ無投入区に比べて収量が高く

なる（中村 2005）。これはミミズ孔による巨大な通気孔や透水孔を形成すると共に、ミミ 
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ズ糞が団粒構造を発達させるなど、土壌物理性を向上させたことに加えて、土壌養分供給

能力を向上させる化学的効果があることも認められている。土に稲わらを表面施用と鋤込

み施用を行い、それぞれにヒトツモンミミズを入れたところ、ミミズを入れた処理区で土

壌中の無機態窒素量が増加していた（図Ⅰ－4）。またミミズを投入した場合であっても、

稲わらを土壌中に鋤込むよりも被覆した方が、効果が高く現れていた。これは、ミミズを

介した有機物分解は、ミミズの生態特性によるものが大きく、自然状態と同様に粗大有機

物は土壌表面に施用した方が、効率が高いためと考えられる。ミミズは地表の有機物を孔

の中に引き込み、摂食、消化し、廃棄物により低分子化された窒素化合物が土壌中に放出

している。すなわち果樹及び茶の有機栽培において、施用した有機物の肥効を高めるため

には、土壌動物のすみかと餌となる植物残渣を土壌表面に施用し、さらにその地域に生息

するミミズを積極的に投入することが一つの肥培管理技術として有用と考えられる。ミミ

ズはいわゆるデトリタス連鎖の中では、有機物分解の最初の段階に位置する動物であるた

め、ミミズの積極投入により、たとえ C/N 比が高く、分解性の低い有機物であっても比較

的早期に無機化を促進させることが可能である。 

土壌動物の中でセンチュウ類は、ネコブセンチュウ、ネグサレセンチュウ、シストセンチ

ュウなどの植物寄生性のものが作物に加害するので、悪いイメージを持たれている。しか

し、センチュウの種類は、調べられているだけで 2 万種に上り、その生態や生活環も多種

多様であるが、その実態について多くは知られていない。岡田（2002）は、センチュウを

食性から 5 つに分けている（表Ⅰ－1）。 

このように作物に加害するのは植物食性のみであり、自然土壌では、雑食性、細菌食性、

糸状菌食性センチュウが 90％以上を占めるとされている。また肉食性、雑食性、細菌食性、

糸状菌食性のセンチュウは、土壌中の有機物分解に大きな役割を果たしている。さらに病

原糸状菌を食べるセンチュウも存在している。細菌食性と糸状菌食性センチュウは、窒素

の無機化に大きく貢献していることが分かっており、種々の C/N 比をもつ有機物を施用

し、センチュウを投入すると無機態窒素濃度が高くなり、しかも C/N 比が高くなっても、

窒素無機化速度があまり低下しないので、ミミズ同様、土壌肥沃度の向上に貢献している

と言える。 

岩切（1986）は、花崗岩、三紀層、玄武岩の母材の異なる 3 地点のミカン園において、

除草剤（ブロマシルとパラコート）を連用している園と除草剤無使用園のセンチュウを調

査している。その結果、全ての除草剤連用園では、植物寄生性センチュウの割合が高く、 
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中でもミカンネセンチュウが圧倒的に

優先していた（図Ⅰ－5）。一方、除草

剤無使用園では、植物寄生性センチュ

ウの割合は 3 地点の全てにおいて減少

しており、その代わりに植物に無害で

土壌生成や養分循環に寄与する自活性

センチュウ（雑食性、細菌食性及び糸

状菌食性）と捕食性センチュウの割合

が増加していた。またセンチュウの多

様性指数が高いほど、植物寄生性セン

チュウの割合が低下していた（図Ⅰ－

6）。このことから、除草剤を使用せず、

ミカン園を雑草草生管理することが、

土壌中の生態系を量、質ともに豊かに

し、センチュウの多様性を高めたため

に、植物寄生性センチュウ割合が減少

したものと考えられる。 

土壌中には肉食性センチュウだけで

なく、原生動物、ミミズ、クマムシ、

ダニ、甲虫等多種多様な動物が生息し

ており、これらの一部はセンチュウを

捕食して生活している（写真Ⅰ－2）。

センチュウは土壌中の個体数が多いこ

とから、多くの土壌動物の餌ともなっ

ており、有機栽培の果樹園における土

壌養分動態に対する影響も大きい。 
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土壌動物の中で、トビムシは中型乾性動

物類の中で、サララダニと共に密度が高い

ため、「土のプランクトン」と言われてお

り、様々な動物の餌となっている。一方、

トビムシは病原性糸状菌を摂食すること

により、病害を抑制する機能を有してい

る。中村（2005）によれば、寒天培地上に

病原糸状菌を繁殖させ、トビムシをその容

器に入れると、表面の菌糸を移動しながら

摂食し、その行動様式はトビムシの種類や

病原糸状菌の種類によって異なったとい

う。例えばアイイロハゴロモトビムシは、

白紋羽病菌を培地表面がツルツルになるほどに食べるが、培地は食べなかった（写真Ⅰ－

3）。ヒダカホルソムトビムシでは、菌糸を食べ終わった後に、菌糸の増殖により変色した

培地を食べた。土壌中において、菌で育ったトビムシは根の周囲を徘徊し、菌糸を食べる

が根は食べない。これを応用してトビムシ移入実験をしたところ、キュウリつる割れ病（開

花まで）、ダイコン萎黄病（発芽から 3 週）、キャベツ苗立枯病（発芽から 3 週）、アズキ白

紋羽病（発芽から 3 週）の感染抑制が確認されている（中村 2005）。 

3. 土壌微生物 
土壌中に最も多量に存在している生物は、微生物である。土壌中に生息する微生物の種類

は、分類学上も進化過程においてもかなり広範にわたっている。原核生物では真正細菌と

古細菌、真核生物では菌類と原生動物に大きく分類される。細胞の大きさは 0.2～10μm

（1μm＝0.001mm）と小さく、代謝活性は非常に高く、栄養やエネルギーの獲得方式も多

岐にわたるため、土壌中の化学変化の中心を担っている。繁殖力が旺盛で、例えばブナの

葉 1 枚を分解する糸状菌の菌糸長は 5000m とも言われる。土壌微生物の作物生育との関

わりに関する一般的な機能については、次節で解説するので、ここでは有機栽培に特徴的

なことを紹介する。 

岩切（1986）はミカン園での除草剤影響試験において微生物相の検討を行ったが（図Ⅰ

－7）、除草剤を使用すると微生物相からみると好ましくないカビ型土壌になり、（放線菌+

細菌）／糸状菌で計

算される指数が低

くなった。さらに糸

状菌フロラはペニ

シリウムやアスペ

ルギウス属などが

減り、土壌病害菌種

が多いフザリウム

属の比率が増加し

ている。これは、除

草剤使用による園
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地への有機物還元量の低下、表層土壌団粒の崩壊、土壌 pH の低下、地温や土壌水分の変

化による土壌性状の悪化が主因と考えられている。一方、除草剤未使用の園では（放線菌

+細菌）／糸状菌の指数が高く、病害発生が少ない、健全な土壌微生物相を形成していると

みられる。 

このように、除草剤の使用は土壌生物の減退を導き、土壌微生物相を病害に侵されやすい

環境に導くことがある。一方、有機栽培では除草剤が使用されないため、植生が存在し土

壌に有機物が蓄えられ、土壌生物が豊かになり、土壌微生物相もカビ型になりにくいと考

えられる。 

4. 菌根菌 
糸状菌には、植物の根に共生して土壌からリ

ンなどの養分を吸収し、宿主植物に供給する

と共に、植物からは光合成産物などを獲得し

ているものがある。一般に菌根菌と呼ばれ、植

物に感染することにより、養分吸収能力が飛

躍的に向上するほかに、耐乾性、耐塩性、耐病

性などのストレスにも強くなると言われる。

宿主、菌種、形態から、アーバスキュラー菌根、

外生菌根、内外性菌根、エリコイド菌根、アー

ブトイド菌根、モノトロポイド菌根、ラン菌根

の 7 つに分類されており、陸上植物の約 8 割

は、いずれかのタイプの菌根を形成している

と言われている（日本生態学会 2011）。菌根菌

と植物の関係については、すでにデボン紀か

ら植物と菌根菌の共進化が始まっていること

が、分子系統樹を照合することにより明らか

になっており、植物が過酷な環境下でも生育

を可能にしてきた鍵となっている。果樹においてもほとんどの樹種で菌根菌が感染するこ

とが知られている（写真Ⅰ－4）。有機栽培では、肥料が有機態であるため、一旦、土壌微

生物による分解を受けてから植物に供給されるために、肥効が遅いことが問題となる。し

かし、菌根菌の感染によって、吸収しにくい有機態養分を効率よく吸収できると考えられ

る。 

菌根菌の興味深い特長として、「菌根ネットワーク」が挙げられる。菌根菌は、宿主範囲

が広いために、近隣に 2 つの植物が存在すると、両方に感染してしまい、2 つの植物がつ

ながる状態が生じる。これが「菌根ネットワーク」である。その場合も、それぞれの宿主

植物から光合成産物を受け取り、土壌から必要な養分を菌根を介して宿主に供給するが、

例えば宿主 A が窒素不足の場合は、マメ科植物の根から窒素化合物を受け取り、宿主 A に

供給したり逆に宿主 A の近くに存在するリンをマメ科植物に供給していることが明らか

になっている。光合成産物も同様に他の宿主に供給されるという。このような互助システ

ムは、植物の安定的な養分吸収に大きく貢献していると考えられている。 
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このような機能性の高い菌根菌ではあるが、菌根菌が宿主に感染しにくかったり、機能が

低下する場合がある。その原因の 1 つは土壌への殺菌剤散布であり、感染率が半分以下に

なる例もある。2 つ目は、土壌中の可給態リン酸濃度が 50ppm を超える場合には、感染率

が大きく低下する。これについては現在、植物ホルモンであるストリゴラクトンの根から

の分泌量が減少して、菌根菌の感染誘導を行わないためと説明されている。以上、2 つの

菌根菌の感染抑制因子については、有機果樹作では生じにくい状況であると考えられ、菌

根菌は有効に機能しているとみられる。菌根菌は、政令指定の土壌改良材として登録され、

有効性が確認されており、育苗時に優良菌株を接種することが効果的である。またナギナ

タガヤなど草生栽培は、土壌中の菌根菌密度を高め、果樹根への感染率を高めることが明

らかとなっている。 

5. 病害拮抗微生物 
土壌微生物は、他の生物と同様に土壌中で生存するための戦略を持っている。土壌中で

は、栄養や生息空間の競合が生じており、特定の微生物は抗菌物質を生産していると考え

られている。最もよく知られたものは抗生物質であり、産業的に多量に生産されているが、

土壌中における生産量についての知見は、根圏などの限られた範囲でしか得られていない。

しかし、植物病害を抑制する働きのある多くの微生物が単離されている。石井（2007）は、

ナギナタガヤとバヒアグラスが果樹の重要病害である白紋羽病菌の生育を阻害したことを

報告している。メカニズムについては、それぞれの草種組織から分泌・揮発する物質など

を検討する必要はあるとしているが、これらの草種には拮抗菌が生存していたことを明ら

かにした。拮抗菌と白紋羽病菌を対峙培養すると明らかに阻害効果が見られる（写真Ⅰ－

5）。なお、実際の発病抑制効果については、今後明らかにしていく必要がある。 

 
6. 窒素固定 
窒素養分は植物にとって必須であり、植物が生育する上では最も欠乏しやすい元素であ

る。特に農業において窒素養分は、収量や品質に大きな影響を及ぼすため、農業者による

肥培管理の中心となっている。 

自然界では窒素施肥は行われていないが、植物は土壌等から窒素養分を吸収し、生育して

おり、その給源のほとんどは窒素固定であると考えられる。窒素固定は、微生物が ATP を

用いて大気中の N2 ガスをアンモニアまで還元して体内で同化するものである。植物は微

生物が同化した窒素を吸収したり、共生関係にある場合はアミノ酸やウレイドなどの形態

で直接、微生物から供給されていることが明らかにされている。 
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窒素固定は、土壌中の窒素濃度が高い時

には行われない。これは窒素固定の主体で

あるニトロゲナーゼ酵素の活性阻害レベ

ルやニトロゲナーゼ遺伝子の発現レベル

など、各段階において制御されているため

である。つまり土壌中の硝酸態窒素やアン

モニア態窒素濃度が高いと微生物は窒素

固定を無理に行わず、土壌中の無機態イオ

ンを吸収するのである。さらに無機態窒素

濃度が高い時には、窒素固定菌であっても

脱窒を行い、土壌中の無機態窒素濃度レベ

ルを下げるものまで存在する。 

サトウキビは窒素固定菌をエンドファイ

ト（内生菌）としていることが知られてお

り、植物体内で窒素固定が行われている。図Ⅰ－8 はサトウキビ 3 品種を用い、硝酸態窒

素の添加を途中で中止した時に窒素固定が回復し、窒素固定寄与率（固定された窒素が全

窒素中に占める割合）にどの程度影響を与えるかを調べた結果である（西口ら 2005）。硝

酸態窒素を 90 日間与え続けると窒素固定由来の窒素は、3 品種とも 10％程度であるが、

栽培途中で硝酸態窒素の供給を停止すると品種間差は見られたが、窒素固定の抑制要因が

なくなり、大幅に窒素固定量が高まった。このように窒素固定は無機態窒素濃度により鋭

敏に反応し、コントロールされている。 

慣行栽培においては、アンモニア態窒素を中心とした施肥が行われており、土壌中の無機

態窒素濃度が比較的高いため、窒素固定は行われにくいと考えられている。窒素固定が効

率的に行われるのは、マメ科植物と根粒菌の関係であるが、ダイズ慣行栽培においても、

根粒着生を促進するために、優良な根粒菌の接種と窒素肥料の減肥はセットで考えられて

いる。 

有機栽培においては、有機物が分解してアンモニア化成が行われ、さらに硝化によって硝

酸が生成するため、土壌中の無機態窒素濃度は比較的低く安定して推移していると考えら

れる。このため、窒素固定を阻害及び抑制する要因は低く、窒素固定菌の基質は多く供給

されるので、窒素固定活性は高いと考えられる。しかし、高温時に易分解性有機物を多量

に施用した場合は、化学肥料を施用した場合と同じ状況になるため、窒素固定が阻害され

ることはあり得る。 

7. リン溶解菌 
リンは石油と同じように有限資源であり、資源枯渇が叫ばれている。リン資源国であるア

メリカや中国の輸出制限や生産コストの増加、それに伴う価格上昇は、リン資源を 100％

輸入に依存している我が国にとっては喫緊に解決すべき大きな問題であり、リン資源の有

効活用とリサイクルは将来にわたる必須課題である。 

リンは、土壌に施用されるとその多くがカルシウムやアルミニウム、鉄などと結合して不

可給態化する。また植物に一度取り込まれたリンもフィチン酸の形態となり、難分解であ

るため肥効を期待しにくい。さらにリンは過剰障害が出にくい元素であり、農家は毎年多
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量に施用するので、日本の農耕地土壌には多くのリンが蓄積していると言われる。このよ

うな難溶性リンを土壌微生物が溶解し、植物に供給していることが明らかになっている。

リン溶解菌には硫黄酸化細菌、硫酸還元菌、有機酸生成菌が含まれるが、果樹栽培では有

機酸生成菌が働くものと考えられる。 

西尾・木村（1986）は、有機酸生成型のリン溶解菌を利用したリンの溶解・供給技術を

開発した。土壌にはすでにリン溶解菌が多く存在している。そこに易分解性有機物を施用

すると、リン溶解菌が急速に増殖して有機酸を生成し、土壌中の不可給態化したリン酸塩

を溶解する。溶解したリン酸はその近隣の通常微生物にも吸収されてバイオマスリンに変

換される。やがて微生物が死滅すると、自己溶解が生じ、核酸やリン脂質などの比較的吸

収性の高い化合物が細胞外へ放出される。菌根菌菌糸が近くにあれば、それらのリン化合

物を効率的に吸収できるということになる。有機栽培では、易分解性有機物を施用するこ

とも多いので、この技術は利用しやすく有用と考えられる。 

有機態リンのほとんどはフィチン酸の形態をとるが、土壌に生息する糸状菌の多くが強

いフィターゼ産生能をもっている。フィターゼはフィチン酸を分解する酵素であり、フィ

ターゼ高生産菌分離株と作物残渣や緑肥作物、雑草などの植物資材を組み合わせて施用す

ることで、フィチン酸分解菌の密度を高め、有機リン分解活性を向上させることが可能で

ある。 

8. 土壌酵素 
これまで土壌中の生物が耕地生態系を

形成すると共にお互いにバランスを保

ち、土壌中の物質循環を担っていること

を解説してきた。しかし、生物でないも

のも物質循環に関わっている。それが土

壌酵素である。土壌生物は植物根を含め

て、死滅すると自己消化あるいは微生物

分解により細胞内容物が土壌中に放出

される。その中には各種の土壌酵素が含

まれている。また土壌微生物が菌体外酵

素として生産している。 

代表的なものはタンパク質を分解する

プロテアーゼ、糖類の加水分解を行うβ

-グルコシダーゼ、リン酸エステルから無機リンを放出するフォスファターゼなどである。

これらの酵素は粘土化合物や有機物等に結合して安定化し、活性を呈すると考えられてい

る。 

図Ⅰ－9 に伊予柑及びブドウ園の土壌β-グルコシダーゼ活性の比較を示した。イヨカン

及びブドウ園とも有機栽培区の活性が高く、慣行栽培で低下していた。これは有機栽培区

の土壌微生物が植物残渣や有機質肥料を分解するために、菌体外酵素を多量に分泌してい

ることを示していると考察される。各土壌酵素活性と土壌肥沃度との関係を解明する研究

も行われており、β-グルコシダーゼ活性は、比較的相関係数が高いとされている。 

-16-



9. 耕地生態系を活かす有機栽培への期待 
土壌微生物の機能は、土壌肥沃度を左右する重要な因子であるため、長年、土壌微生物研

究が進められ、その中で種々の有用な微生物の特性が明らかになり、農業技術として利用

されてきた。しかし、研究が進むにつれて、低栄養微生物や培養ができない微生物の存在

が明らかとなり、さらにそれらの微生物が土壌微生物の多くを占めることが分かってきた。 

一方、遺伝子解析を基礎とする分子生物学の技術革新が急速に進み、生物のポテンシャル

を遺伝子で解析できるようになってきた。今までブラックボックスであった土壌微生物の

世界に新たな光が差し込み始めている。例えば、FISH 法は細胞の形態や分布などの位置

情報を残したまま、特定の機能（遺伝子）を持っている微生物だけを光らせることができ

るため、微生物機能と生態の両方の情報を手に入れることが可能となった。また DNA-SIP

法は、安定同位体元素でラベルした物質（基質）を用いることにより、その物質を分解で

きる微生物だけを選択的に検出することが可能である。さらに土壌微生物全てを検出する

メタゲノム解析まで可能な時代になってきた。しかしながら、土壌微生物生態の全体像を

解明するには、さらなる研究が必要である。これらの研究成果が有機農業の技術として活

用できるようにするためには、官民を挙げた応用研究が不可欠であり、これら基礎・応用

研究が加速されることを期待したい。 

生物には恒常性を保とうとする能力（ホメオスタシス）があり、免疫機能など、健康な状

態に保とうとする機能を備えていることが知られている。一方、自然生態系には、多様な

植物、動物、微生物の各生物個体や個体群が、ちょうど細胞組織や器官のように機能を発

揮し、バランスを取ることにより、ある一定の平衡状態に保つ働きがあることが示されて

きている。安定した生態系の中で果樹や茶の栽培を行うことは、作物にとっても好適条件

であると言える。永年性作物の有機栽培は、基本的に不耕起であり、土壌表面には有機物

が施用され、土壌生物が多量に繁殖・生息するため、野菜や穀物栽培よりも農耕地生態系

レベルが高く維持される。しかしながら、病虫害が多量に発生した場合には、生態系のバ

ランスの崩れがないかをチェックし、原因を取り除いたり、管理法を改善する必要がある。

また有機栽培農家は、害虫のみならず、多量に存在する土壌動物にも注意し、「農家は土を

育て、土が作物を育てる」という意識を持つことが肝要である。 

また肥培管理については、土壌が本来有している養分供給能力、作物が本来有している養

分吸収能力を最大限に生かすことが、有機栽培を成功させる鍵になるので、長期的な見通

しに立った土づくりを行うことが必要である。 
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耕地生態系の機能を高める有機栽培技術の基本 

1. 土づくりと施肥管理が有機栽培を安定化させるメカニズム 
有機 JAS 規格の原則の一つとして、「土壌の性質に由来する農地の生産力を発揮させる

こと」が明記されている。永年性作物の有機栽培においても、土づくりを計画的に行い、

チェックし、改良を行うことで、土壌の総合的な生産力が向上し、高品質な作物を安定し

て生産させることが可能になる。 

永年性作物の植物栄養学的特徴は、単年性作物と違い作物体（樹体）の葉、茎、根部に養

分をある程度蓄積することができる点である。中でも果樹は樹体が大きく養分蓄積量（リ

ザーバー）が大きいため、供給源（ソース）である土壌養分や施肥管理が多少変化しても、

単年性の作物ほどには生育や収穫物（シンク）に影響は現れにくい。そのため施肥の省力

化を図ることから、一般に施肥回数は単年性作物より少なく、1 回の施肥量は多い。しか

し相対的に影響が出にくいということは、樹体の養分状態が欠乏状態であったり、アンバ

ランスであったりする場合は、回復や矯正のために、ある程度の長い時間が必要になるこ

とも意味する。そこで、安定的に高品質の農産物の生産を行うためには、定期的に樹勢の

観察を行い、リアルタイム診断等で養分状態を把握することが必要である。 

1) 作物による有機態養分吸収 
慣行栽培では化学窒素肥料が施用され

ると、土壌中で溶解し、アンモニア態窒素

が放出され、一部は作物に吸収されるが、

多くは土壌微生物により硝化作用を受け

て硝酸に酸化され、作物に吸収される（図

Ⅱ－1)。化学肥料由来の窒素は、土壌中で

交換性アンモニアとして一時的な固定、

土壌生物による有機化、溶脱や脱窒・揮散

にも分配されるが、肥料の溶解から硝化、

吸収に至る経路は比較的単純である。こ

のため、速効性肥料であれば、施用後、速

やかに作物へ吸収される。このことから

生育ステージに合わせて肥効調整を短期

間で簡単に行えると言える。また短期的

な窒素吸収量が予測しやすいので施肥量

も確定しやすい。このことから、化学窒素肥料施用は土壌中の窒素回転を速めるとともに、

作物の収量や品質、窒素利用効率、環境保全等に大きく関わるため、数多くの土壌や作付

体系で研究が行われ、詳細な解明が行われて知見が蓄積し、施肥の最適化が進められてき

た。 

一方、有機栽培においては、施用窒素のほとんどが有機態であるため、複雑な経路を辿る

ことになる。まず施用される有機質肥料は、種々の堆肥、食品残渣、植物残渣や草生栽培

における残根等であり多様である。施用された有機物は、土壌微生物によって化学的に分
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解されると共に、ミミズ、トビムシ、ダンゴムシや甲虫の幼虫等の土壌生物によって物理

的に粉砕される。この段階は多くの食物網が関わり、代謝回転しているので大変複雑では

あるが、ここでの生産物を便宜上、植物体粒子、微生物菌体、タンパク質、DNA・RNA な

どの「高分子有機態窒素」と、ペプチド、核酸、アミノ酸、アミノ糖、アミンなどの「低

分子有機態窒素」に分ける。 

大きな流れとしては、有機質肥料が高分子有機態窒素に粉砕・化学分解して低分子有機態

窒素になり、低分子有機態窒素が化学分解や脱アミノ化によって無機態のアンモニアを生

成することが解明されており、あとは化学肥料由来のアンモニアと同様な経路で作物に吸

収されると考えられている。 

このように有機栽培では、肥料施用からアンモニアに至るまでの経路が複雑であり、多く

の生物が関与するため、一般に肥効発現が遅いこと、生物種、気温、地温、水分、酸素濃

度などの環境要因によって肥効が大きく変動することから、施用量を確定しにくいと言え

る。特に開園当初で土壌生態系が確立していない場合は、これらの環境変動が大きく、作

物による吸収量を予想しにくい。これが有機栽培導入における一つのハードルになってい

ると考えられる。 

しかし、植物吸収には、すでに解明されている無機化してからの吸収経路に加えて、有機

物を直接吸収する経路の存在も明らかになりつつある。現時点ではまだ研究例は限られて

おり、知見は断片的であるが、この有機栽培特有の養分吸収経路の全容が解明されれば、

有機農業の植物栄養学的な利点に位置づけられる。 

植物根による有機物の直接吸収現象について、1960 年に McLaren らは、オオムギがタ

ンパク質であるリゾチウム、リボヌクレアーゼ、ヘモグロビンを植物根が直接吸収したこ

とを報告した。我が国では Nishizawa and Mori（1977）が、水稲根による巨大有機物の

直接吸収を報告し、その後一連の研究の中

で電子顕微鏡による観察等により、細胞が

巨大分子を飲み込むエンドサイトーシス

（endocytosis、食作用と飲作用）過程を詳

細に示した（図Ⅱ－2）。まず、ヘモグロビ

ン粒子が細胞膜の外側に付着すると、それ

を包み込むように細胞膜が内側に陥入す

る。そしてヘモグロビンを内包する球体が

形成される。さらにその球体が液胞（タイ

プⅠ）や小胞体（タイプⅡ）に取り込まれ、

溶解酵素によって消化され、植物に利用さ

れる。Yamagata and Ae（1996）は、有機

質肥料を与えると窒素吸収量が高くなる

作物種が存在することを示し、その後

Matsumoto et al.（2000）が、チンゲンサ

イとニンジンはタンパク様物質の PEON

（1/15M リン酸緩衝液で土壌から抽出さ

れる有機態窒素）を直接吸収していること
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を明らかにした。阿江・松本（2012）によれば、PEON 抗体を用いた実験で、PEON がホ

ウレンソウの根から吸収され、地上部導管部まで達していることを示しており、特定の植

物には吸収だけでなく移動経路も存在する可能性が明らかになっている。アメリカでも、

土壌中にグロマリン（glomalin）という高分子糖タンパク質の存在が明らかになっており

（Wright and Upadhyaya 1996）、1/10M ピロリン酸ナトリウムや 50mM クエン酸ナトリ

ウムで抽出されている。菌根菌が水分や栄養などの生育条件を安定化させるために土壌中

に生成していると考えられている。抽出方法、組成、分子量、難溶性、難分解性の点から

PEON と同じか近縁の物質である可能性が高い。グロマリンは土壌肥沃度の原動力になっ

ていると評価されているが、グロマリンの植物根による直接吸収についての研究は行われ

ていない。 

作物による有機態窒素の直接吸収に関する量的解明においては、Yamamuro et al.（2002）

が安定同位体である 13C と 15N で同時ラベルした牛糞堆肥を施用して、牛糞由来炭素と窒

素の吸収量を測定している。その結果、有機稲作では施用初年度に堆肥由来の炭素と窒素

をそれぞれ施用量の 2.16％と 17.2％を吸収していた。トウモロコシはさらに高く、13％と

10％であった。さらに吸収した堆肥由来炭素は主に根部に蓄積しており、エンドサイトー

シスによる吸収を支持するものであった。松山ら（2003）は、水田に有機物を 5 年間連用

した時の水稲による有機物由来窒素の吸収量について 15N 実験データを元に推測し、有機

物を連用することにより有機物由来窒素の吸収量が年々増加することを示している。さら

に、植物根の有機養分吸収には、菌根菌やエンドファイト（おもに細菌、菌類などの内生

菌）が大きな役割を果たすことが明らかになっている。エンドファイトがハクサイに感染

した場合は、牛血清アルブミンタンパク質の他に、ハクサイ単独では吸収しにくいバリン、

ロイシン等のアミノ酸の吸収が増加していた。低分子有機態窒素の吸収において、菌根菌

やエンドファイトは大きな役割を果たすと考えられる。 

さらに興味深いことに、ハクサイ自身が吸収しやすい硝酸やアスパラギン、グルタミンな

どを単独施用すると、菌の感染がハクサイの生育や窒素吸収量を逆に低下させることが明

らかになっている（成澤 2011）。すなわち化学肥料を多用する土壌では、菌根菌やエンド

ファイトが感染しにくいので、有機態窒素が存在しても吸収能力が低いが、硝酸態窒素を

効率よく吸収することができる。逆に有機栽培を行うと、菌が根に感染して、積極的に有

機態養分の吸収能力を高めることができる。さらに病原菌の感染を抑制させる効果も高く

なる。施用する肥料の種類が異なることで、植物の養分吸収過程が大きくシフトすること

を意味するものである。 

以上のように、有機栽培圃場において施用された有機物が無機化過程を経ないで、直接作

物に吸収されるメカニズムが明らかにされつつある。直接、有機物が吸収されるというこ

とは、吸収や代謝時に行われる硝酸の積極吸収や転流、硝酸還元、窒素同化、アミノ基転

移などの ATP を必要とする数多くの反応を省略でき、また呼吸により消耗する光合成産

物量が節約できるので、植物にとって大変有利と言える。冷害で日照不足の時に有機栽培

の作物は収穫量があまり減少しないのは、このことが理由の一つと考えられているが、さ

らなる学術的な証明が待たれるところである。 

果樹での有機物の直接吸収に関しても、上記のメカニズムが働いていると推察される。特

に菌根菌やエンドファイトは果樹への感染が認められており、主要な養分吸収経路である
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と考えられる。しかし、果樹における研究例はほとんど見当たらない。これは、果樹は永

年性作物でありサンプル調製に時間が掛かる、1 サンプル当たり重量が大きい、大きさや

形状が揃ったサンプルを作るのが難しいなどの研究上の理由によるものが大きいとみられ

る。今後、有機質肥料の重要性や有効性が明らかとなり、この方面の研究がさらに拡大深

化することにより、永年性作物における有機物の直接吸収機構の研究知見が蓄積されるこ

とが期待される。 

2) 安定した土壌養分の供給 
有機栽培においては、施肥として有機質資材を施用することにより、土壌動物による粉

砕、土壌微生物による化学的分解が行われ、緩効的に養分供給が行われるが、それと共に

植物体の一部は微生物作用や化学的重縮合により腐植物質へと化学変化を受ける。腐植物

質の官能基であるカルボキシル基は陽イオン量を保持する能力（陽イオン交換容量または

塩基置換容量：CEC）があり、土壌中の CEC は増大する。このことは土壌の基本機能で

ある養分供給機能を増強することにもなるため、安定した果樹生産のための大きな柱と言

える。 

慣行栽培においても土壌機能の向上は重要であり、有機物施用は必要な土壌管理技術の

一つともなっている。しかし腐植の生成には長期間が必要であり、施用有機物が分解・化

合を受けて最終的に腐植として残存するのは、施用量の数％と考えられていることから、

長期的な視野で土壌改良（地力向上）を目的とした有機質資材の投入を行う必要がある。 

3) 根域の増加と土壌生物の活性化 
果樹は永年性作物であることから、周年、有効土層に根系が広がっているため、基本的に

耕起を行えない。いわゆる不耕起栽培であるため、人や作業機等の踏圧により根域が硬化

（圧密）してもそれを短時間で回復することは容易ではない。有機栽培では、施肥として

の成分の高い有機物の他に、敷きわらなどの有機物マルチや雑草を含むカバークロップを

利用することが多い。地表面にある程度の厚さで有機物が存在すると、地表への直射日光

の遮断、通気の制限、蒸発の抑制が生じるため、土壌の表層は比較的湿潤で安定した温度

環境が維持される。 
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また、豊富な有機物も存在するため土壌微生物が繁殖する。さらに、植物遺体や微生物を

餌とする土壌動物（ミミズ、トビムシ、ダンゴムシ、ダニ類、甲虫の幼虫等）が高い密度

で繁殖し、活動を活発化させることにより、土壌中に無数の巨大孔隙（マクロポア）や土

壌団粒ができ、いわゆる土壌生物による耕起が行われる。これにより、土壌の物理性（通

気性、透水性、保水性、植物根の伸張）が大きく改善される。また土壌生物による耕起は

マイルドであり、物理的に作物根を痛める心配はない。しかしこの土壌生物による耕起も

やはり養分供給と同様に、長期的な視点からその効果を期待せざるを得ない。そのため既

に硬盤層が形成されていて早急な解決が必要な場合には、積極的な土壌物理性の改善方策

をとる必要がある。 

有機物の土壌表面施用により、上記のプロセスで腐植物質が増加し、団粒化が促進された

土壌は、仮比重が低くなることから、体積が増加し健全な主要根群域が上方に形成される。

主要根群域は果樹が細根を張り巡らし、養水分を吸収する重要な土壌層位である。さらに

細根は代謝活性が高いため呼吸量も多く、通気性が高い健全な主要根群域を作る。このた

め、健全な主要根群域を深くさせる土づくりが永年性作物の有機栽培での最も重要なポイ

ントの一つとなる。 

4) 雑草管理 
果樹園における雑草管理については、上述の主要根群域形成や土壌被覆の機能増強を図

るために草生に着目した試験研究が行われて高い効果が認められてきた。しかし、慣行栽

培においては、単年性作物と同様に養分や水分との競合及び景観の悪化を避けるため、下

草や樹冠の雑草管理のために除草剤を使うことが多い。 

特に傾斜地では、除草機や草刈機での除草作業が難しいこと、農業従事者の高齢化による

労働軽減、省力化等のために薬剤による除草が行われている。除草剤は非選択性の茎葉処

理剤が使われることがほとんどで、果樹の葉に飛散しないように散布処理される。薬剤の

種類にもよるが接触吸収した雑草は、体内で浸透移行して地上部、根部とも枯死する。そ

のため土壌表層は露出し、直射日光と乾燥のために土壌生物は減少する。降雨時には、雨

滴が団粒を破壊し、粘土が溶解して地下へ溶脱する。この溶脱した粘土は孔隙を埋めたり、

層状に蓄積して硬盤層形成の一因になるなど、通気性、透水性を悪化させる原因ともなる。 

一方、土壌表層へ分散した粘土は乾燥すると、クラストと呼ばれる土壌皮膜を土壌表面に

形成するため、通気性を著しく低下させ、細根の活性を低下させる。また降雨時に水分を

地下浸透させず、土壌への水分供給を抑制する。さらに傾斜地では、土壌浸食ポテンシャ

ルが高いため、まとまった降雨があると土壌を保持する植生被覆がないため、初成的なリ

ル浸食、場合によってはガリ浸食に至り、大切な主要根群域土壌を消耗させる危険性が高

い。このため慣行栽培であっても、梅雨前の除草剤散布を控える取組もされている。この

点、有機栽培では除草剤は使用しないので、必然的に除草対策は機械除草、カバークロッ

プ草生栽培、雑草草生などを行うことになり、程度の差はあるが土壌被覆が存在すること

になる。従って、多雨時の表層土壌の浸食量は極めて低く、地下への水分浸透量は多くな

る。団粒の表面に糸状菌が繁殖し、疎水性を呈する耐水性団粒が形成されているとさらに

土壌浸食のリスクは低下する。雑草利用を含めた草生栽培は、雑草による土壌の乾燥や過

剰養分の吸収にも利用できるので、特に登熟期に養水分の供給を制限したい温州ミカンの

ような果実の場合には、あえて除草作業を行わないことで品質向上を図ることができる。 
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5) 肥効コントロール 
化学肥料には成分、肥効特性（溶解特性）、肥効期間、特殊機能、製法や形状等が工夫さ

れたものがあるが、果樹園で通常使用されている化学肥料はシンプルなものが多い。特性

として、①水溶性成分が多く（リン酸はク溶性が多く）速効性である、②成分含有量が比

較的高い、③複合肥料であっても含有成分数が限られているなどの点が挙げられる。慣行

栽培では、これらの化学肥料を使用することを前提にして、果樹の生育が増進し、収量や

品質の向上に最も効果的な施肥時期と施肥量を検討し、その地域に適した栽培指針が策定

されている。なお、窒素を中心とした養分を多量に施用すると、新鞘や新葉の生育量が多

く、それに応じて光合成量が増大し、高い収量を得ることができるが、窒素養分過多では

登熟が遅く、糖度が低くなるため、品質低下を招く恐れがある。 

最近は、果樹の品質向上が至上の課題となっており、出荷時の近赤外線検出器を用いた非

破壊品質検査が広がっているため、産地の篤農家は肥料施用時期や量を作物の生長に合わ

せて慎重に考慮し、ピンポイントで施用している。また生産組合毎に独自の肥料配合のも

のを用意し、量や時期を研究して設定し、それらの情報を公開していないところも多い。 

一方、有機栽培では、有機質肥料を施用するため、その肥効に関しては化学肥料と比較し

て以下の違いがあるので留意する必要がある。 

① 基本的に土壌動物や微生物作用による粉砕・分解作用を受けて肥効を発現するので緩
効性、遅効性である。 

② 土壌動物、微生物作用は、温度や水分状態に大きく左右される。 

③ 有効成分含量が低い。 

④ 含まれる成分数は動植物の必須成分数以上であり、植物由来のものであればバランス
がとれているものが多い。 

以上のように、有機栽培では肥料特性が慣行栽培と大きな違いがある。③の成分やバラン

スについては有機肥料の方が優れていると言えるが、①と②は大きく異なるため、速効性

の化学肥料施用を前提に組み立てられた栽培指針に沿って肥培管理を行うと、必要な時に

必要な量を供給できない可能性が高い。有機質肥料は種類が多く、分解特性の異なる有機

物が混合されている場合もある。厳密なことを言えば材料やロットによっても肥効特性が

異なることさえある。このため、肥料自体の情報収集や資材選び、現地での小面積栽培試

験によるデータ蓄積も必要である。 

有機質肥料は程度に差はあるが、一般的に遅効性であるため、施肥時期は早めが良い。し

かし晩秋～早春にかけては有機質肥料の分解速度が低いため、C/N 比の低い資材や液肥を

施用しなければ効果は期待できない。さらに微生物分解と植物体への吸収を促進させるた

めには、施肥後の適度な灌水も必要となる。気温が高い時期であれば、化学肥料ほど速効

性は期待できないが、1～3 週間程度施用を早めることで肥効を合わせることができる。し

かしこの場合も、土壌表面がある程度湿っていることが必要であり、乾燥している状態で

の肥効は期待できない。灌水などで有機質肥料の分解を促進させる必要がある。 

6) 草生栽培・カバークロップ・土壌被覆 
有機農業技術の 1 つである敷きわらは、上述のように①有機物投入による化学的土壌特

性の向上、②土壌水分の安定化、③夏季の地温上昇の緩和効果をもたらすと考えられる。

草生栽培やカバークロップも同様に土壌を有機物で被覆することから、上記と同様の効果
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が期待できるが、さらに、④草生植物根

による物理的・生物的土壌特性の向上、

⑤表層土壌の保持による土壌流失の防

止、⑥雑草抑制等についても、高い効果

が期待できる。 

草生栽培に用いる草種として、雑草草生

やイネ科牧草（イタリアンライグラス、

ケンタッキーブルーグラス、ライムギ、

エンバク等）が用いられてきたが、近年

は、自然枯死等により下草刈りが不要で

省力的なものが注目されている。すなわ

ち、これらの草種は作物にとって養水分

が必要な時に枯れて、養分競合を生じさ

せないという利点を持つほか、独特の有

効特性を持つ。例えばナギナタガヤは、

菌根菌の宿主となり養水分ストレスを緩

和し、ベッチ類は窒素固定による養分供

給を行い、ダイカンドラは雑草抑制力が

強く草高が低いので、それぞれの草種ご

とに有効な使い分けが推奨されている

（辻 2000）（図Ⅱ－4）。 

2. 生物多様性を高める土づくり 
地球上には数千万から 1 億種の生物が生息しているとされており、その多くが陸域、す

なわち土壌圏に生息している。生物は進化を繰り返して環境に適応するとともに、生物間

の相互作用をうまく利用し、生物多様性を構築してきた。生物多様性には「遺伝的多様性」、

「種多様性」、「生態系多様性」の 3 つのレベルがあり、それらの重要性と保護が世界的な

課題となってきている。地球サミット等の国際会議では、生物種の多い熱帯雨林に目を奪

われがちであるが、農耕地においても

生物多様性を高めることで土壌の機能

が向上することが明らかとなってきた

（Hector and Bagchi 2007）。 

我が国の樹園地においても有機栽培

を行うことで、各地域に潜在する貴重

な生物多様性を維持し、その機能を拡

大することが可能である。特に有機栽

培では「土壌が本来有する機能を発現

させる」ことが基本となっており、単に

有機質肥料による肥培管理に留まら

ず、作物を初めとした生物本来の機能

を最大限に発揮させるための生物多様
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性を高める土づくりが重要である。最近では、我が国の茶園と一体になった畦畔や草地、

山林などからなる茶草場が天敵保護の役割など生物多様性を高める農業技術として世界的

にも注目されている（写真Ⅱ－1）。 

生物の中には、作物に加害するものも存在し、有機栽培ではそれらを完全に制御すること

は難しいが、前述のように生物多様性が高まれば天敵などの生物相互作用を受け、被害は

比較的低く抑えられる。さらに有機農業技術であるバンカープランツなどを植栽し、天敵

密度を高めるよう意図的に好ましい生態系を誘導すれば、発生頻度の高い病害虫であって

も抑制効果は高い。 

1) 土壌生物の役割と土づくり対策 
土壌の生成因子は、母材、気

候、生物、地形、時間であり、

樹園地土壌において最も人為

的な変動が大きいのは、生物因

子である。土壌生物は、土壌動

物と土壌微生物に大別され、一

般にバイオマスは、土壌微生物

の方が圧倒的に多い。しかし、

土壌動物と土壌微生物は土壌

生態系の中で役割分担をして

おり、土壌生成において独自の

機能を有している。 

土壌動物の役割を図Ⅱ－5 に

示した。土壌動物は動植物遺体の物理的分解（破砕）と化学的分解（低分子化）を行い、

土壌中へ植物が利用しやすい形態の養分や腐植物質原料を供給する。一方、土壌中を移動

するため、土壌を攪拌したり、運んだりする。これらの作用により団粒構造が発達し、土

壌の理化学性を高めることになる。またミミズなどは土壌中に管状の穴をあけるため、こ

れが大間隙（マクロポア）として働き、土壌の通気性や透水性を大きく高める。このこと

により土壌動物は、樹体に対しプラスの効果をもたらしているが、樹木を直接的あるいは

間接的に食害するものも存在する。このように土壌動物の機能は複雑であり、土壌毎に生

息する生物の種類や量が異なるため、機能も拡大・縮小することになる。 

有機栽培においては、強力な殺虫剤の使用は行われず、土壌動物に対する薬剤施用はほと

んど行われないこと、土壌動物の餌となる有機物が多量に施用されることから、土壌動物

が活性化し、土壌生成機能も慣行栽培に比べて非常に高いと考えられる。 

一方、土壌微生物の機能は、土壌動物に比べてさらに多種多様であると共に、土壌中の物

質循環機能の主体を担っている。表Ⅱ－1 に土壌微生物の主な機能を示したが、主に化学・

生化学的な機能がほとんどである。病害や窒素飢餓以外は、植物生育や土壌機能の向上に

大きく貢献するので、土壌微生物機能を高めることは生産力を高めることにつながる。特

に有機栽培では、有機物が多く施用され、殺菌剤の使用も限られるため、土壌微生物の量

や多様性が高く、機能も高いと考えられる。土壌微生物の機能については、まだ分かって

いないことが多いため、今後の土壌微生物研究の深化、拡大が期待される。 
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2) 土壌微生物性の向上対策 
(1) 微生物の種類と働き 
土壌中には様々な微生物が生息してお

り、農業分野では一般に糸状菌、放線菌、

細菌といった分類をよく聞く。微生物の機

能も除々に解明されつつあり、その分類

も、例えば活動の場による分類（根圏微生

物、根面微生物、根内部微生物、表面微生

物）、微生物の分解活性による分類（タン

パク分解菌、セルロース分解菌、デンプン

分解菌、リグニン分解菌）、また、エネル

ギー獲得の方法による分類（無機栄養微生

物（光合成微生物や化学合成微生物）、及

び有機栄養微生物（寄生菌、共生菌、腐生

菌）や酸素要求性による分類（好気性菌、

絶対嫌気性菌、通性嫌気性菌）など、その

働きなどとの関連でいろいろ行われるよ

うになっている。微生物は多くの有用な働

きをする反面、種類によっては病害や腐敗

を誘発するものも多く、また環境条件によ

って種類や数や働きが大きく変わる。 

有機物の分解など土づくりという側面に着目すると、軟弱で炭素率が低い有機物は、最も

微生物が利用しやすいデンプン、糖、タンパク質を好んで食べる細菌や糸状菌がまず増殖

し、次いでセルロース分解菌が増殖し、最後に難分解性のリグニン分解菌が増殖してくる。

樹木など細胞組織にリグニンが多く含まれるものは、まずリグニン分解菌が増殖し、リグ

ニンの壁を壊し、次に易分解性物質を分解する細菌や糸状菌が増殖し、セルロース分解菌

と続く。放線菌は有機物分解の後半に働く。分解し増殖した菌体は、基質（エサ）がなく

なると一部胞子や菌核で休眠状態になるが、死菌体は他の微生物により分解され植物の養

分となる。微生物は有機物の分解者であり、養分の保持・供給源であると共に分解残渣と

しての腐植を供給するとされる（野口 2011）。 

表Ⅱ－2 は、土壌の種類別微生物数の分析結果と健全土壌と生育不良・病害土壌との対比

を見たものである。 
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一般に微生物数と活性に影響を与えるものは、水分と有機物含量であり、微生物活性の制

限元素は有機炭素＞窒素＞リン＞イオウの順に大きいとされている。土壌中の微生物の数、

働きを高める要因は、良質の有機物、有機質肥料の施用とされ、有機物の施用後に微生物

数の増加が起こるので、施用物の内容、量により土壌微生物相のある程度のコントロール

が可能であるとされる。 

作物の根圏・根面・根内部に生育促進微生物や拮抗菌など有効な微生物を定着させること

は重要である。作物の根の活性が低下すると根面微生物数が増加し、活性が高い根の表面

には糸状菌よりも細菌が多く生存する。一般に、地上部の生育が良好な場合には、根面微

生物は細菌型になり、著しく不良な場合は糸状菌型となる。 

土壌の微生物性を健全に保つことは作物生産に重要なことである。微生物の健全性を評

価する指標は、未だ明確な指標も微生物性の基準も明らかにされていない。従来、土壌微

生物の性質の指標として細菌数／糸状菌数（B/F）値が提案されているが、健全土と生育不

良・病害土壌との放線菌数／糸状菌数（A/F）値と細菌数／糸状菌数（B/F）値をみると（表

Ⅱ－2）、健全土壌の方が生育不良・病害土壌よりかなり高い傾向にある。 

土壌の健全性を担う微生物性については、B/F 値のほかに多様性指数など様々検討がさ

れているが、今回、一部地域において、土 1ｇ当たりの微生物量とその端的な活性を示す

と見られる指標について、有機栽培園と慣行栽培園を対比する形で計測を行った。要因は

必ずしも明らかではなく、今後種々の側面からのデータの集積による分析は必要であるが

興味深い結果が示されている。すなわち、有機栽培区の腐植含量が隣接した慣行栽培区に

比べ著しく高かったことも反映してか、有機栽培区の微生物量が多いこと、その中で分解

しやすい有機物が多い土壌で多い傾向のある酵母やグラム陰性菌の仲間が多い赤色素耐性

菌が特に多かったこと、微生物の活性を現すとみられる酵素活性や熱量が著しく高いこと

が伺われた（表Ⅱ－3）。 
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(2) 土壌微生物性を高める土づくり 
通常の樹園地において土壌微生物の量や活性を高めるためには、基質となる有機物の供

給、適度な水分、温度、土壌養分、pH や EC、酸素供給あるいはガス交換、生息場所の確

保等が必要である。有機栽培では有機質肥料が多用されるため、基質は十分に供給される。

また除草剤が散布されないので、土壌表層には草生草種か雑草が繁茂するため、水分や温

度は比較的安定している。適切に作物に必要な有機物を計画的に施用されていれば、慣行

栽培に比べて土壌養分バランスは保たれやすい。さらに土壌有機物のカルボキシル基に起

因する陽イオン交換容量が増大するため、化学肥料と比べて pH や EC の極端な変化も生

じにくい。以上のことから、有機栽培を行う園地では化学的要因は大幅に改善され、作物

はもちろんのこと、土壌微生物に対しても良好な状態に保たれると考えられる。 

物理的要因であるガス交換（通気性）や生息場所については、有機栽培を長期間行うこと

により、土壌動物が攪拌、運搬、穴あけをするので、十分な環境が供給されると考えられ

る。しかし、短期間で改善する場合は、完熟バーク堆肥や炭の施用などが効果的である。 

土壌微生物自体は、通常多種多様な土着のものが生息・活動しているが、堆肥を施用する

と特定の有機物分解微生物も一緒に接種されることになり、多様性が高まる。土壌微生物

の多様性については様々な考え方があり、研究途上の感は否めないが、多様性が高いほど

微生物コミュニティが安定し、病害微生物が侵入しても容易に増殖させなかったり、難分

解性有機物が投入されても比較的早く分解が進行すると考えられる。土壌微生物の養分要

求性はかなり複雑であり、数多くの異なる微生物がクラスターを形成して共同生活を行い、

分担して有機物を分解し、必要な代謝産物をお互いに融通し合っていることも報告されて

おり、微生物の多様性は、土壌微生物機能の安定化につながると考えられる。 

有機栽培では、化学合成農薬や化学肥料を用いず有機物を施用するため、慣行栽培圃場に

比べて土壌微生物の多様性・活性が高いとされている。これが生態系と調和した形で有機

栽培が営める一つの要因になっている。このような状態を評価するための 1 つのツールと

して、（独）中央農業研究センターが開発した炭素資化量連続測定装置で、土壌の微生物多

様性や活性値の測定を行いデータの蓄積が行われている。微生物活性値は土壌や堆肥の有

機物分解反応の立ち上がりの早さ、分解速度、分解量を総合的に数値化したもので、微生

物の炭素源資化反応の多様性と鋭敏性を評価したものである。 

この測定結果によると、有機栽培圃場の微生物活性値は、慣行栽培圃場や転換中の圃場と

比較して高い傾向が見られている（（財）日本土壌協会 2010）。例えば、茶での測定結果は

表Ⅱ－4 のようになっており、圃場管理の状態にもよるが、一般に有機栽培暦が長いほど

微生物活性値が高いとされている。 
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土壌微生物の特定機能を期待して、微生物資材も投入されることも多い。使用目的は有機

物の分解促進、悪臭抑制、連作障害抑止、団粒形成促進、窒素固定・硝化促進、植物ホル

モン生成、リン酸の可溶化、病害虫の抑制、全身抵抗性の誘導、植物根の健全生育促進、

作物品質の向上などである。果樹栽培においては、政令指定の土壌改良材として菌根菌資

材が市販されており、効果が確認されている。 

生物因子としては、草生栽培が土壌微生物相に大きな効果を与えることが明らかとなっ

ている（石井 2007）。ナギナタガヤは菌根菌の好適な宿主植物であり、果樹園において菌

根菌が安定して土壌中に定着することを助けている。そのほかに白紋羽病菌、Fusarium 

oxysporum や Pythium ultimum のような土壌病原菌に対する拮抗微生物、リン溶解菌の

生息環境を提供していることも明らかにされている。 

3) 天敵等の活動力を増強する対策 
(1) 害虫天敵 
有機栽培を継続している果樹園では雑草草生が行われていることもあり、昆虫の多様性

が高まることが知られ、これが害虫の防除にも有効な働きをしているとされる。愛媛大学

附属農場で 2012 年 9 月に行った地上徘徊性昆虫の観察調査結果では、7 目 18 科 46 種の

昆虫が捕獲でき、それを区分した結果、害虫は 17％、天敵が 26％を占め、ただの虫が 57％

で大半を占めていた。 

生態学では数多くの生物多様性に関する研究が行われており、最近、生態系の安定には、

「キーストーン種（中枢種）」が大きく貢献することが明らかになっている。特に一次捕食

者である天敵がキーストーン種になる場合が多いとされ、耕地生態系の健全性を評価する

指標生物として扱われ始めている。 

天敵を含めた生物多様性を高めるには、草生管理が適している。足立・三代（2012）は、

土着天敵を増加させる植物導入法とメカニズム等について下記のように紹介している。 

① インセクタリープランツ：天敵を誘引し、蜜・花粉・シェルター等を提供して天敵を
温存する。 

② グランドカバープランツ：下草であるが、重要害虫や広食性食植者を定着させず、作
物と栄養競合を起こさないで、天敵を増殖させる必要がある。 

③ バンカープランツ：作物を加害しない寄主を定着させ、作物の害虫と共通な天敵を増
殖させる。 

④ コンパニオンプランツ：作物の近くに植えて作物の生育や品質を高めるもので、害虫
に対する忌避作用等を持つ。 

⑤ トラッププランツ：害虫を強く誘引して定着や産卵を促すと共に、害虫が作物に移動
する前に処分して被害の発生を防ぐ。 

グランドカバープランツの研究事例として、足立・三代（2012）は、ナシ園においてシ

ロクローバーとヒメイワダレソウを下草として使用したところ、土着天敵類であるオサム

シ科成虫（マルガタゴミムシ、セアカヒラタゴミムシ、ナガヒョウタンゴミムシ）、寄生蜂、

ハナカメムシ科、ヒラタアブ亜科、ハダニアザミウマ、クモ目は、シロクローバー草生で

密度が高くなったと報告している。またヒメイワダレソウはシロクローバーには劣るもの

の、防草シートマルチよりは高い傾向が見られており、効果の高い草生を行うことにより

天敵密度を高めることが明らかになっている。 
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また、有機茶園と慣行茶園では昆虫相

が大きく異なることが知られており（後

藤ら 1995）、害虫を捕獲するクモやアリ

などの益虫は両栽培方式間で大差があ

ることは栽培現場ではよく知られてい

る（図Ⅱ－6）。 

柑橘類の有機栽培が天敵を増殖させ

る事例を表Ⅱ－5 に示す。年間約 18 種

類の化学合成農薬成分を散布している

慣行栽培区に比べて、化学合成農薬を使

用しないかそれに準ずる防除を行って

いる有機栽培区では、全体的に天敵の数が多い。また減農薬区（約 1/2 の化学農薬成分）

はその中間的な数値を示している。このように農薬散布は天敵に大きなダメージを与えて

いることが明らかである。また、クモ類は広食性であり有効性が高い天敵であるにもかか

わらず、農薬散布で急激に数を減らしており、農薬に対する抵抗性が特に低いと言える。

有機栽培では化学合成農薬は散布されないので、天敵の減少はないと考えられるが、有機

栽培への移行期間は天敵密度を早く高めるために、天敵導入や草生などの積極的な環境作

りが重要である。 

農林水産省は、平成 19 年 7 月に「生物多様性戦略」を策定し、生物多様性の保全を重視

した農林水産業を推進するための施策を実施している。そしてプロジェクト受託先の（独）

農業環境技術研究所、（独）農業生物資源研究所が、その成果として、『農業に有用な生物

多 様 性 の 指 標 生 物  調 査 ・ 評 価 マ ニ ュ ア ル 』 を 作 成 し た 。 そ の 内 容 は URL

（http://www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/shihyo/index.html）でダウンロードすることがで

きる。 

本書は、「Ⅰ 調査法・評価法」と「Ⅱ 資料」の 2 部構成になっており、調査法に従って

指標生物を採取してスコアを記録することにより、生物多様性の高さを 4 段階に評価する

ことができる。また資料を照らし合わせて読むことにより、指標種の生態系における機能

や役割を理解することができる。有機栽培園地の生物多様性をチェックするためには有用

なツールである。 

(2) 病害の生物防除 
土壌微生物は、土壌中の栄養の質と量、生息場所、酸素、水分、pH、温度などの微細環

境において棲み分けを行ったり、逆に代謝産物を共有するために共存したりして、相互作

用を及ぼしながら生息している。そして病害は、作物の抵抗性が低下すると共に、病原菌

が一定以上の密度に増殖した時に発生すると考えられている。一般に、連作障害は同種の

作物を栽培することにより、土壌微生物相が単純になり、病原菌が繁殖しやすい条件とな

って発病するとされているが、有機物を施用している栽培では連作障害を完全に回避して

いる事例も多く見られる。機作についてはさらなる科学的解明が必要であるが、有機栽培

による安定した土壌微生物相の形成がキーになっているものとみられる。 
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病原菌の生育を抑制する微生物は、拮抗微生物と呼ばれ、拮抗微生物を接種したり、定着

場所や養分を与えて積極的に増殖させるなどの技術開発が長年行われてきた。拮抗メカニ

ズムについて、本間（1991）は、以下のようにまとめている。 

① 寄生：糸状菌間で起こり、病原菌菌糸や菌核に寄生して活性を抑制し密度を低下させ
る。 

② 抗生：抗生物質を生産して、病原菌の代謝を阻害する。 

③ 競合：微生物間で生息場所と餌（鉄などの金属元素も含む）を取り合う。 

④ 捕食：大きな生物が小さい生物を搾取するもので、食菌性とも呼ばれる。 

⑤ 溶菌：微生物の細胞壁が内的・外的要因によって、分解・消失する現象である。 

⑥ その他：微生物の代謝産物が、根の病原菌感受性や抵抗性反応を誘導するなど。 

実際の土壌では、上記メカニズムが単一あるいは複合的に働くことで実用化技術として

普及されている。 

農研機構果樹研究所では、果樹の重要土壌病害の一つである白紋羽病については、非病原

性白紋羽病を接種すると病原菌が駆逐され、病害の進行が抑制されることを明らかにして

いる。また、白紋羽病は熱に弱いことから、樹木に影響がない程度の温水を土壌に処理す

ることで、治療が可能になった（中村 2010）。治療効果のメカニズムとして熱の他に、ト

リコデルマ属糸状菌などの拮抗菌の存在も重要な役割を果たしている可能性があるとして

いる。 

核果類果樹の根頭がんしゅ病に対しては、Agrobacterium radiobacter strains K84/Kerr-

84 株や K1026 株を予防的に接種することにより、ペプチドの一種であるバクテリオシン

が生産され、当病原菌の生育を抑制することが明らかとなっており、世界的に広く利用さ

れている。溶菌作用をもつ微生物活性を高める有機質資材の利用例として、エビ殻やカニ

殻を施用することにより、その成分であるキチンを分解する放線菌を大量増殖させて、病

原糸状菌を溶菌させる技術がある。放線菌には抗生物質生産も期待される。 

果樹有機栽培において土壌病害を抑制するには、適切な有機質資材の施用や水はけなど

の土壌物理性の改善、草生などの下草管理などを総合的に進めることにより、土壌微生物

の多様性拡大と微生物相の安定化を図ることが基本となる。また土壌管理の他にも、間伐・

縮伐・整枝・剪定・誘引による通風や採光の改善、新梢管理と夏季剪定による樹勢管理、

防風、発生予察と対策も重要である。その上で発生する特定の病害については、発生状態

に応じ、拮抗微生物や有機 JAS 規格で許容されている農薬を散布することになる。 
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果樹の有機栽培実施上の課題と対応策 

果樹の有機栽培は難しく、解決すべき問題が山積しているが、それを解決するためには、

果樹が有する特性をよく理解し、それに適応した対応策を講じていく必要がある。 

1. 果樹の栽培特性と有機栽培上の課題 
1) 果樹は永年性作物、適地適作・適品種が不可欠 
永年性作物である果樹は、一度植えられると、そこで長い年月にわたり、同じ樹が育つこ

とになる。そのため、もしその場所がその果樹に適していない場合には、その悪条件が年々

累積して影響することになり、栽培上きわめて不利となる。また、苗を植えてから果実を

収穫するまでに相当の年月を必要とする。そのため、果実がなり始めてから、不適地であ

ると気づいたのでは、経営上取り返しがつかない。そのため、野菜や水稲などの 1、2 年生

作物以上に、適地適作・適品種が重要となる。 

有機栽培では、慣行栽培のように病気や害虫が多発した際に、強力かつ薬効が持続する化

学合成農薬を使用することができないため、樹勢の低下だけに留まらず、樹を枯らしてし

まうことや収穫皆無になることがある。そのために、果樹の有機栽培においては、慣行栽

培以上に栽培地の自然環境条件等が、その果樹の栽培に適しているかどうか、その品種の

栽培しやすさ（耐病・耐害虫性、耐ストレス性などを有しているか）を厳密に検討するこ

とが重要となる。 

2) 温帯湿潤気候に適した果樹の種類は少ない 
世界における主な温帯果樹類（ブドウ、柑橘類、リンゴ、ナシ、モモ）の主産国（アメリ

カ、イタリア、ソ連、フランス及びスペイン）の風土と我が国の風土を比較した小林（1985）

は、その結果を「乾燥気候である地中海沿岸諸国や北アメリカの西部沿岸地域では、『果実

が自然になる果樹園芸』であるのに対し、湿潤気候である我が国では『果実を人力でなら

せる果樹園芸』である。」と記し、「我が国における果実の生産は特殊な風土の下での果樹

園芸であり、我が国の風土の特徴をよく理解した上で適地適作することが必要」としてい

る。一方で、我が国で古くから栽培されている柑橘類や、近年、世界中で栽培されるよう

になったキウイフルーツは、温帯湿潤気候原生で、我が国においても「果実が自然になる」

可能性が高い果樹もある。 

さらに、我が国は風土的には、温帯湿潤気候に属しているが、南北にきわめて細長いこと

から、緯度によって気温が大きく異なる。また同時に、国土の大半が山地であり、その斜

面を利用して果樹園を設置することから、標高差による気温の変化も大きい。そのため、

果樹の有機栽培を行う場合は、園地の自然条件や環境条件、地形等を良く理解し、そこに

適した樹種を選択することが重要になる。 

3) 果樹は水稲・野菜に比べ栽培歴が浅く、有機栽培に関する研究蓄積は皆無に等しい 
現在、日本で栽培されている果樹は、古くから栽培されてきた柑橘、カキやウメなど一部

を除き、明治以降の欧米化の波の中で急速に導入された種類や品種が多い。既にそれから

100 年以上の年月が経過していることから、今日主産地として栄えている地域は、この間

の自然淘汰の結果、あるいはそれらの貴重な栽培実績を基礎にして形成されてきたものと

言えよう。しかし、これらの果実の海外における主要生産地は乾燥気候地帯にあり、日本
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より降水量がはるかに少ない地域にその原生地を有するものが多い。さらに、近年進行し

ている温暖化は、気温が果実の品質や収量に深刻な影響（例えば、着色不良や冬季の低温

不足による花芽分化不良等）を及ぼしており、栽培適地がこれまでより北に移動している

と考えられる樹種も出てきている。このように、主要果樹の多くは日本における栽培歴が

浅い上に、乾燥地原生のものが多いため、栽培技術体系が十分に確立しているとは言い難

く、特に果樹の有機栽培に関する公的試験研究機関における研究蓄積は柑橘など一部を除

き皆無に等しい。 

4) 化学肥料・化学合成農薬の使用を前提に構築されてきた果樹の標準栽培体系 
戦後、果樹園芸が農業の分野で独立部門として地位を獲得し、果樹産業と呼ばれるように

なったのは 1965 年以降のことである。今日標準的に用いられている果樹の栽培技術の確

立は、この時期以降、まさに化学肥料・化学合成農薬の開発と共に進められてきた。戦後

の果樹作ブームの波に乗って、所構わず山地を拓き、増殖を図ってきた温州ミカンに代表

されるように、この過程においては、「果実が自然になる」地を厳選して栽培する（＝適地

適作）ではなく、生産効率性や経済的優位性を最優先して「人力で強引にならせる」栽培

技術、すなわち化学肥料・化学合成農薬の使用を前提とした栽培技術体系の開発が主に行

われてきたといえる。近年、減農薬や化学肥料の投入量低減など、環境負荷低減技術が現

場でも実用化されるようになってきたが、今もって、このような経過の中で、選抜・構築

されてきた作目や品種、あるいは技術体系を、有機栽培にそのまま適応することは難しい

状況にある。 

5) 栄養生長と生殖生長の調和を図るための技術開発の方向性と考え方の違い 
果実生産においては、樹体の生長及び維持のための栄養生長と、花芽分化に始まる生殖生

長との調和を図ることが重要である。従来から、整枝・剪定、摘（花）果、芽かき、肥培

管理（施肥の時期、内容、量）などを様々な栽培・結実管理を組み合わせることによって

果実の安定生産が図られてきたが、有機栽培でもそれが基本となる。しかし、近年、公的

試験研究機関では、これらのバランスを植物生長調整剤によって図ろうという技術の実用

化が急速に進んでいる。すなわち、摘花・摘果、新梢伸長制御、果実の肥大促進、着色促

進などのために、植物生長調整剤の利用を前提とした栽培技術体系の確立が進められてい

るのである。この技術は、農作物の生育そのものを植物生長調整剤という農薬によって人

工的に制御して、収量や品質を高め、作業時間を短縮しようとするものであり、有機果樹

作において適用できるものではない。品種改良においても植物生長調整剤の使用を前提と

した育種も行われていることから、品種選択の際に注意が必要となる。 

一方、有機果樹栽培技術の普及のために必要なこれらに関わる技術に関する研究開発や

実証展示調査圃の設置は、柑橘類など一部の果樹で始まったばかりであり、大きく立ち遅

れている。 

6) 用途により品質評価が異なり、外観品質が重視される傾向が強い果実 
野菜と米と果実の大きな違いは、果実は日常生活における主食ではなく嗜好品・贅沢品的

な傾向が強いことから、品質評価が、その用途（例えば、贈答用か家庭用か）や食生活習

慣などの相違（例えば、野菜的に食べるのか、嗜好品・贅沢品として食べるのか、生食用

か加工用か等）によって大きく異なることである。特に我が国においては、諸外国以上に、

果実の外観、大きさ、食味などの果実品質が価格に大きく影響している。中でも、果実の
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外観と大きさが一定以上でないと販売は困難であり、場合よっては食味より外観品質が優

先されることもある。 

果樹の有機栽培では、化学合成農薬の使用ができないため、病害虫によって果実の外観に

問題が生じた場合には、商品価値を著しく低下させることがある。しかし、その一方で、

消費者が果実に求めるニーズは、食味、外観、旬、銘柄、加工品、栄養、健康など多様で

あり、品質評価の基準は販売先によって異なることから、誰を相手に、どのように販売す

るかといった点を生産者自身が考え、販売先を開拓することができれば、有利に販売を行

うことも可能となる。 

7) 鳥獣害を受けることが多い 
有機栽培特有の問題ではないが、果樹園は山間傾斜地に立地している場合が多く、イノシ

シやヒヨドリなど、鳥獣害を受けることが多くなっている。イノシシの場合は、有機栽培

の圃場には多く生息しているミミズを狙って、圃場や刈り草などの堆積地を掘り起こして、

問題になることもある。 

2. 果樹の有機栽培を成功させるポイント 
1) 基本は健全な樹を育てるための土づくり、雑草を活用した土づくり 
有機栽培では土づくりが全ての基本となる。果樹栽培では、不耕起・草生栽培、それも雑

草を活用した雑草草生栽培を行うことで、有機物の土中への補給、土壌の団粒構造の発達

による土壌の膨軟化、通気性や保水性の向上、あるいは干ばつ防止、天敵や土壌動物の保

護など、多くの効用が得られる。一方、健全な植物の特徴は、根張りのよい育ち方と言わ

れており、団粒構造の発達した土壌では、果樹の根張りもよくなる。有機栽培では、土づ

くりによって土壌の物理性、化学性と共に生物性を向上させることにも重点が置かれてい

る。また、施肥についても外部投入に依存し続けるのではなく、土づくりによって、作物

の生育に必要な養分や水分を各生育時期の必要量に応じて供給できる健全な土壌になる。

健全な土壌では、健全な作物が育まれるという考え方が基本となる。 

先進的な有機栽培実践者に共通しているのは、低栄養、低投入、内部循環を活かした土づ

くりであり、一度に大量の堆肥を畑に入れて短期間で土を整えようとするのではなく、堆

肥以外の有機物（作物残渣、雑草等）を与えながらじっくり土を育て、土壌中の小動物や

微生物などの生きものの活性を高めている点である。堆肥といえども、動物質のものを大

量に施用すれば窒素過多となり、そのような園地では、生長が徒長気味となり、病害虫の

発生も多くなる。堆肥などを投入する場合には、堆肥の種類、施用量、施用法、施用時期

などに留意が必要である。 

永年性作物である果樹では、定植後に土壌改良を行うことが難しいため、土壌の排水性、

保水性、保肥力などの物理性が劣っている場合は、あらかじめ整備しておく必要がある。 

雑草草生の実践に当たっては、適切な管理が行われないと病害虫や害獣の発生、作業環境

の悪化等の欠点が大きくなるため、通常は年間 4～5 回の草刈りを行う必要がある。有機

栽培では、雑草を敵視するのではなく、如何に土づくり等に生かしていくのかという視点

が重要になる。 

2) 有機栽培に適した品種、有機栽培が可能な品種の選定と組合せ 
有機栽培で土づくりとともに非常に重要になるのが品種の選定である。「品種に勝る技術

なし」という言葉があるように、病害虫対策を化学合成農薬に依存しない有機栽培では、
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品種選択がその可否を決めることになる。日本で古くから栽培されている品種の中に、あ

るいは民間育種家が育成した品種の中に、耐病性に優れ、栽培しやすい、有機栽培が可能

な品種を見出すことができる。残念ながら、日本の公的機関で行われてきた果樹の育種は、

その主目的を主として果実の品質改良におき、耐病性等の有用形質を持つ個体でも品質が

劣っていれば、淘汰してきたこと、また、果樹の育種には長い時間を要するため、有機栽

培のために育成された品種は未だ無い。 

公的機関による栽培技術指針にも、品種別の特性は紹介されているが、有機栽培の視点か

らの情報（病害抵抗性等）は非常に少ないので、先進的な有機栽培者の情報や、自らの試

作によって確認する必要がある。 

さらに、病害虫、気象災害による被害のリスク軽減や労力配分を考慮して、単一品種の栽

培ではなく、耐病・耐害虫性、早晩性、収量性や品質特性などが異なる複数品種を組み合

せて栽培することも必要である。 

3) 生理・生態、園地の条件を知り「樹と会話できるようになる」 
有機栽培に限らず先進的な生産者に共通しているのは、自分の園地がどのような条件に

あり、その樹がどのような特性（生理・生態）を有しているか熟知しており、それは園地

における鋭い観察眼から得られたものである。慣行栽培では、果樹栽培で最も問題になる

病害虫や雑草に対して化学合成農薬で簡単に対処することが可能であるし、樹勢管理も化

学合成肥料や植物生長調整物質を用いれば比較的容易である。しかし、有機栽培では、作

物の生理・生態や園地の条件に応じた対応や日常的な管理、すなわち「場の技術」が求め

られ、その基本となるのは、日常的に園地で栽培環境や樹の状態を把握できるようになる

こと、つまり「樹と会話できるようになる」ことである。 

4) 有機栽培が可能な園地の選択 
既存の園地を有機栽培に転換する場合でも、新たに有機栽培を始める場合でも、その園地

において、対象となる樹種が健全に育つための条件が整っているか、最初に検討する必要

がある。いずれの場合も、適地適作が大前提であるが、加えて、地形的な条件も非常に重

要になる。すなわち、同じ地域であっても、山間地と平坦地、斜面の方向や、周辺部の状

況で、生物多様性や生育条件が大きく異なるからである。例えば、傾斜地と平坦地では、

風の流れが異なり、霜の降り方も異なる。傾斜地では、標高が低い園地の方が冷気は貯留

しやすく、霜の害を受けやすいこともある。また、日照時間が短く、風通しが悪い場所で

は、病気の発生が多くなりがちである。 

また、周辺に山林や雑木林などがある場所では、多様な生きものが生息することができる

ため、天敵類も豊富となるが、慣行栽培の園地に囲まれた場所や、市街地の中にある園地

では、生きものの多様性が低く、土着天敵の供給量が低くなることから、草刈りをする時

に、一度に全てを刈り取らずに天敵の居場所を確保する等、何らかの対策が必要となる。 

5) 有機栽培に適した開園準備と初期生育の確保 
果樹の有機栽培では、成園を慣行栽培から有機栽培に転換することは非常に難しく、苗木

の育成と土づくりから始めなければ無理であるという意見もある。その理由は、果樹にも

「苗半作」が当てはまり、生育初期における育ち方、すなわち徒長気味に生育したのか、

病害虫などによりストレスがかかったのか、あるいは健全に生育したかが、その後の生育

特性に大きく影響するからである。低栄養、低投入の土壌で植物自身が有する自然と共生
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する能力が十分に発揮できるような、根張りの良い健全な苗を育てることが有機栽培を成

功させるポイントとなる。 

定植後、苗木の育成期間中は、害虫への抵抗性が低く害虫の大発生や雑草の繁茂が著しく

なりがちである。葉が食害され、苗の生長が著しく劣ると、着果時期が遅れるだけでなく、

後々まで樹勢が回復せず病害虫への抵抗性が低くなることが観察されている。この時期に

おける雑草管理や害虫防除には特に注意が必要である。苗木の健全な生育を確保するため

に、育苗期を長めにとり、苗圃でしっかり管理して健全な苗木を育てた後、定植する方が

望ましい。 

6) 病害虫には有機 JAS 許容農薬も利用して防除効果を高める 
果樹の有機栽培では、耕種的な方法だけでは、防除が困難な病害虫が存在する。有機農業

に適した品種が非常に少ない現状においては、健康な樹を維持するために有機 JAS 許容農

薬の最低限の使用も考慮する必要がある。但し、農薬の使用は園地の生態系に大きな影響

を及ぼし、天敵密度を大きく低下させることが多いので注意が必要である。農薬散布の時

期や使用農薬の種類は、園地観察に基づいて判断する必要があり、先進的な有機農業者か

ら情報を得ることが重要となる。 

7) 品質基準と販売方法の転換、生食と加工の組合せで販売先を確保 
有機栽培の特質を理解して、生産者の想いを理解してくれる消費者や販売先を確保する

こと、消費者との間に信頼関係を築くことが最も重要になる。それにより、病害虫や気象

災害により、例年よりも外観品質が劣る場合にも、食味や栄養価が大きく劣るのでなけれ

ば、安定的に購入してもらうことが可能となる。また、宅配や贈答品については、単一品

目だけでなく多品目の詰合せも用意するなど、消費者に多様な選択肢を提供することも重

要となる。 

外観品質が劣るなどの理由で生食用に販売することが難しいものについては、加工用と

して消費者に販売したり、加工して付加価値を高めて販売する。加工品の開発に当たって

は、有機果実であることが生かされることが重要となる。生食と加工を組み合わせていく

ことで、廃棄率を最小限にし、経営を安定させることが可能となる。 

 

(本文は、2013 年 3 月発行『有機栽培技術の手引〔果樹・茶編〕』36～40 ページに掲載さ

れたものを、一般財団法人日本土壌協会の了解を得て、転載したものである) 
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長野県上田市における減農薬ブドウ栽培 

飯塚果樹園 飯塚 芳幸 
 

ブドウ経営の現状 
栽培面積：1.1ha（加温ハウス 35a、無加温ハウス 

25a、露地栽培 50a） 

労働力：本人、妻。パート（女性）2名、研修生（男

性）3名。 

ブドウ栽培は、農林水産省の「特別栽培農産物に係る

表示ガイドライン」に準拠した栽培を行い、日本有機農

業生産団体中央会（農林水産省登録認定機関）から特別

栽培に基づく農産物の認証を、2001年より継続して受

けています。 

ブドウ畑の特徴 
土壌改良 
水田の転作でブドウ園を開園したため、排水不良、停

滞水による根腐れ、干ばつ時のひび割れなど、ブドウ栽

培にとっては問題だらけの土壌でした。暗渠排水によ

る雨水の排水を試みましたが重粘土のため効果がな

く、土壌物理性の改善だけでなく、総合的な改善の必要

性を感じました。 

そんな中、マルタの土づくりに出会いました。「粘土

は宝、粘土を作りこなせば、金山を掘り当てたと同じく

らい価値がある」と聞き、土壌の物理性、化学性、生物

性の改良に心がけました。具体的には次の方法を実施

しています。 

① 土壌物理性の改良 
土壌の三相構造の改良と土壌水分のスムーズな移動を図るため、暗

渠排水路の設置、園内に緑肥用ライムギの栽培、土中に空気を送り込

むグロースガンの使用、稲わらのマルチなどを実施しています。 

② 土壌化学性の改良 
ミネラルを補給するため、海藻、サンゴ、バットグアノ、天然硫酸苦

土肥料（キーゼライト）を施用しています。 

また、粘土鉱物（モンモリナイト）を施用して、CEC（塩基置換容

量）を改良し土壌の肥沃度を高めています。水分の保持と水質の改善

および土壌微生物の住処、避難場所として、炭を利用しています。 

③ 土壌生物性（特に土壌微生物）の改良 
除草剤は 30年以上使っていません。菌体肥料として、有機質ぼか

し肥料（モグラ堆肥）、酵素処理鶏糞（アミノ有機）、米ヌカを利用

しています。 

甲斐路 

巨峰 

シャインマスカット 
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また、稲わらを全面マルチすることで、微生物の生活環境（乾燥の防止、直射日光の防止）を整

備するとともに、雑草の抑制、枯草菌（納豆菌）による灰色かび病対策、有機質の補給にも役立

っています。 

発酵バイオ酵素を土壌および葉面に散布しています。発酵バイオ酵素の利用により、瀕死状態の

甲斐路が復活したのがきっかけです。 

土壌改良の効果 
長年の土壌改良により見られるブドウの変化を列記します。 

① 葉が小さく厚くなり、葉脈が浮き出、葉がウェーブ、ロート状になる。 

② 葉色が明るい緑色になる（濃緑色ではない）。 

③ 葉面積指数が多くても棚が明るく、有効葉枚数が増加し、光合成産量が増加する。 

④ 節間が狭く、芽が大きくなり、花芽分化が良く結実が充分確保できる。 

⑤ 花器の分化が良く、生産が安定する。 

⑥ 食味、旨味が増し、味が濃くなる。 

栽培品種 
(1) 欧米雑種 7品種 
巨峰、ピオーネ、翠峰（すいほう）、シナノスマイル、クイーンニーナ、ダンベルデェ、安芸クイー

ン、ナガノパープル 

(2) 欧州系 11品種 
シャインマスカット、オリエンタルスター、甲斐路、ロザリオビアンコ、紅環（べにたまき）、アウ

ローラ 21、アリサ、ルーベルマスカット、プリモアモーレ、ローズクオーツ、ピッテロビアンコ 

販売方法 
(1) 加温ハウス 
ピオーネ、シャインマスカット、オリエンタルスター 

株式会社マルタを通し、約 90％販売し、イオン、ヤオコー、CGC、高島屋などのギフトおよび

オイシックス、食文化などのネット販売で約 10％宅配しています。 

(2) 無加温ハウス 
アウローラ 21、アリサ、ロザリオビアンコ、ルーベルマスカット、紅環、甲斐路など 

株式会社マルタを通し、東京都内、名古屋市内の果実専門店、有名デパートおよびオイシックス、

食文化などのネット販売で約 70％。他の約 30％を消費者に直接宅配しています。 

(3) 露地 
巨峰、シャインマスカット、ナガノパープル、ピオーネなど 

株式会社マルタを通し、有名デパート、果実専門店、関東給食会などへ約 50％を販売。他の約

50％は、消費者に直接宅配（うち、80％以上は詰め合わせ）しています。 
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長野県伊那市における減農薬リンゴ栽培 

白鳥農園 白鳥 博 
 

はじめに 
私が有機農業を始めたのは「食は命である」との考えからです。 

私たち人間の体は、50兆～60兆個の細胞で構成され、成長期の

子供の細胞は毎日 300 億～400 億の細胞が新しい細胞に入れ替わ

っていると言われています。これらの細胞を構成する物質、エネル

ギーの源が、日日の食べ物です。質の良い食べ物を食べてこそ、健
康を維持・増進できると考えています。 

産地の概要 
伊那市は長野県の南部に位置する伊那谷北部に位置し、人口約

71,000 人の市です。中央自動車道が市内を貫通し、首都圏・中京

圏への出荷が容易な立地条件で、水稲、麦、大豆、そば、野菜、果

樹、花卉、きのこ、畜産など、様々な農業経営が営まれている農業

地帯です。 

我が家の経営概要 
果樹は、減農薬で、矮化リンゴ（ふじ、秋映、シナノスイート、

シナノゴールドなど）2ha（うち、3年木 1ha）、モモ（白桃、あかつきなど）30a、プラム（ソル

ダムなど）20aを栽培しています。 

野菜類は、有機農業でニンジン、カボチャ、ダイコン（大蔵大根））などを 1ha栽培しています。 

労働力：本人、長男、次男。必要に応じてパート。 

リンゴ栽培の概要 
土壌菌、園内の昆虫など生きもののため、また自分自身のためにも、農薬をできるだけ使用し

ない栽培を心がけています。 

化学肥料、ホルモン剤、除草剤は一切使用していません。病害虫対策は、草生栽培で天敵が増

える環境を整へ、生薬を主にした減農薬で栽培しています。 

ミネラル分として、天然硫酸苦土肥料（キーゼライト）と貝化石を毎年 10aあたり 200kg程度

入れています。また出汁を取る前の魚骨粉と魚粉を特別に入手し、生育に応じて適量入れていま

す。 

主な販売先や販売方法 
消費者は、味が良く機能性のある農産物を求めています。消費者に農産物の説明を行いながら販

路の開拓をし、直接販売しています。3年前までは、リンゴは 1ha であったため、消費者から求め

られても農産物が無い状態でした。そこで、顧客に対応できるように面積を増やしています。 

 

 

  

息子さんと（左側本人） 
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長野県中野市における減農薬モモ、リンゴ栽培 

のろまん農場 田中 久一 
 

産地の概要 
中野市は長野県北部に位置し、世帯数 15,000、総人口

44,000人です。農家戸数は3,300戸、農家就業者数4,500

人であり、農業地帯として成り立っています。経営耕地

面積は 2,000haで、果樹園 1,100ha、水田 500ha、普通

畑 400ha となっています。農業面では、エノキタケを
中心としたキノコ産業が盛んであり、果樹ではブドウ、

サクランボ等のハウス栽培が多く、後継者も多くいま

す。 

我が家の経営概要 
モモ 130a、リンゴ 30a、ナシ 5a、アスパラガス 5a、水田 30a の計 200a。労働力は本人（52

歳）、妻（48歳）の 2人。 

モモは現在 60 品種を栽培しており、7 月中旬から 10 月末まで、一日も切らさずにリレー出荷

をしています。なぜ、こんなに品種が多くなったかというと、切れ間なく味の良いモモが収穫で

きるようにするためです。モモの木は、上段、中段、下段の順に食味が下がっていく。1品種をた

くさん栽培していると、下段のモモの出荷時期には食味が下がってしまい、出荷できない。いつ

注文が入っても品質（食味）のよいモモを出荷するためには多品種の栽培が欠かせません。ただ

し、あまりにも品種の数が多くなり、整理する必要も感じています。 

近年の傾向として、宅配で喜ばれる見た目は悪くても食味のよい品種と、市場で求められる見た

目重視の品種との差がはっきりとしてきています。生産者としてどのような品種を栽培すべきか

検討すべき課題も多くあります。 

経営の中で特筆すべきは、モモの収穫期に訪れる援農ボランティアの力が大きいことです。朝ど

りのモモをその日のうちに発送できるのは、彼らの存在があるからです。今年度も 40人前後の学

生たちが、8～9月の 2か月間に、ほぼ 1週間交代で収穫作業を手伝ってくれました。また、つく

ば市にある農業環境技術研究所の研究員さんたちも、学生たちと一緒に実習をしてくれました。 

主な販売先や販売方法 
モモは個人宅配と、JAタウンを利用したネット販売をしています。他に名古屋の仲卸への直接

販売と、築地市場へ出荷しています。リンゴはすべて個人宅配で、加工向けはリンゴシュースに

しています。他の品目についても個人宅配を行っています。 

モモ、リンゴ栽培の概要 
モモについては、元肥として市販の有機質肥料（バイオノ有機）を使用し、堆肥として近所のエ

ノキタケ農家の栽培残渣（コーンコブ、米ヌカ、フスマ、カキガラ等）をハウスの中で半年以上

寝かせて、雪の降る前に散布しています。このハウス内には土着菌がいるため、毎年均一な堆肥

となっています（バイオ酵素を販売している担当者の話）。 

リンゴは、8年間、自家堆肥を 10aあたり 2t入れるだけで栽培しています。 

モモの農薬は、バイオ酵素を使用して通常の 70％まで濃度を薄めて使用しています。以前には、

クエン酸やストチュウを混ぜて、通常の 50％の濃度で使用していました。しかし、せんこう病が

ひどくなりすぎたので、現在の 70％の濃度で行なうようにしました。 
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リンゴの農薬散布は、年 9回（黒木消毒を入れて）です。もう 1回減らそうとすると、散布間隔

が 1か月以上になるため、思いきれないでいます。 

シナノスィートの自然栽培 
平成 21 年春に 10a植えつけ、今年で 4 年目になります。

昨年より収穫を始め、今年は 10a あたり 200kg 程度の収穫

が見込まれています。ヘルスパワー（醸造酢+アミノ酸）を

200～300倍にして 8回散布しました。 

今年度は雨が多く暑かったので、園内の草が 1.5～2m近く

まで伸び、9 月のヘルスパワー散布がリンゴの木に届かなか

ったので、草刈りをしました。病気より困るのはシンクイム
シの害で、モモの 2重袋を果実にかけてその被害を最小限に

抑えているつもりです。 

不思議に思うのは、腐らん病が未だに発生しないことです。春には主枝候補 4 本の枝を選ぶこ

とになります。枝の切り口が大きくなるため、腐らん病の発生を心配しています。これから先、

どのようになるのかわかりませんが、栽培を継続したいと思っています。いつ木が枯れてもおか

しくないリスクを抱えながら、自然の力を信じ、リンゴ栽培を通してその自然の力を学んでいる

日々です。 
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山梨県笛吹市における減農薬モモ、スモモ栽培 

久津間 紀道 
 

産地の概要 
笛吹市一宮町は、山梨県の中央部、甲府盆地の東側、

モモ、ブドウなど落葉果樹の産地です。小学校の教

科書にも載る典型的な扇状地の中ほどにあります。 

年間降水量は 1,500mm、日照時間も長く、早い時

期に米麦養蚕から果樹栽培に移行した地域でもあり
ます。 

農業経営 
2haでモモ、スモモを栽培。主に中晩生種による経

営です。 

モモは、日川白鳳 7a、夢しずく 16a、白鳳 24a、浅間白桃 7a、黄金桃 7a、一宮白桃 40a、川中

島白桃 6a、浅間 2号 15a、幸茜 10a、さくら白桃 10a、甲斐黄桃 10a、西王母 5a、桃水、大寿蜜

桃 7aおよび幼木 12a。スモモは貴陽 22aです。 

労働力は、家族 3名。県の制度による研修生を年間 1～2名入れています。また、袋掛け、収穫

の時期には、2～3名の雇用をしています。 

販売方法 
大地を守る会、ポラン広場および自然食の小売店には、12名の共同出荷（内 2名特別栽培）で

す。オイシックス、地元スーパー、宅配には、個人で出荷しています。 

全て同じ栽培方法で、事前に栽培計画を提出し、出荷 10日前には農薬散布実績を提出ています。

共同出荷の 12 名全員とも、農薬は 5 割から 7 割減の成分回数で栽培し、化学肥料および除草剤

は使用していません。 

栽培概要 
昭和 50 年代より父が化学肥料、除草剤の投入をや

め、県内の畜産、米農家から牛糞と藁を入手し熟成さ

せ、環境にやさしい土づくりを行ってきました。 

長年試行錯誤を重ねる一方、土づくりを中心にし

た、減農薬栽培を実践しています。マルタ有機農業生

産組合に賛同し、「もぐら堆肥」を中心とした栽培管

理を行うようになりました。現在、周辺の 20名程で

もぐら堆肥を使用し栽培しています。 

農薬の削減については、土づくりを基本とし、樹幹

面積を充分にとることで風通しがよく、日当たりのよ

い栽培環境で、健康な樹ができるように心がけることで、病害虫の発生も少なくなってきました。

そのため、農薬も慣行栽培の 3～4割程度の成分回数で、栽培可能になりました。 

平成 11年に日本有機農業団体中央会の特別栽培の認証を取得しました。 

モモ、スモモの特徴としては、もぐら堆肥を使うようになってから花の開花が他の慣行圃場より

早くなりました。 
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青森県藤崎町における有機 JASリンゴ栽培 

マルフク晴香園 福田 秀貞 
 

経営概要 
リンゴ  423a（マルバカイドウ台木の普通栽培 

170a、わい化栽培 180a､平成 22 年よりわい化栽培

73a）。 

内、有機 JAS認証 350a、平成 26年有機 JAS認証

取得予定 73a。併せて、青森県特別栽培農産物認証（節
減対象農薬不使用・化学肥料不使用）も取得。 

有機 JAS 認定機関は、（公財）自然農法国際研究開

発センター（静岡県熱海市）です。 

有機栽培への取組経緯 
昭和 40年に就農しリンゴ栽培を開始しました。元々自分自身が「安全・安心」な栽培に関心が

あり、また周囲の要望もあったことから、平成 6 年から農薬を極力使用しない栽培に取り組み始

めました。 

当初ＥＭ菌の使用から始まり失敗もしましたが試行錯誤を繰り返した結果、平成 16年に有機農

業によるリンゴ栽培を確立しました。 

平成 11年から青森県特別栽培農産物認証を取得し、平成 17年から有機 JAS認証を取得しまし

た。 

栽培内容 
① 土づくり 
自然に近い栽培環境を心がけています。数年に一度、米ぬかを主体としたぼかし肥料を投入して

います。他にＥＭ１号活性液を施用しています。 

② 病害虫防除のポイント 
何よりも健康な樹体づくりに努め、有機 JAS認証で使用可能な農薬を必要最小限で使用してい

ます。また、病害虫予防対策として、自家製のアップルビネガーを 200倍に希釈して 1週間に 1

回散布しています。 

問題となる病害は黒星病やモリニア病ですが、石灰硫黄合剤の散布により対応しています。また、

ダニ対策にはマシン油を利用していますが、花後は実施しません。 

 

【参考例】わが園地での農薬使用状況 
時期 使用農薬 対象病害虫 

４月上旬 石灰硫黄合剤 モリニア病、黒星病 

４月上旬 スプレーオイル（マシン油乳剤） ハダニ類 

５月上旬 コロナ・フロアブル（水和硫黄剤） うどんこ病 

６月上旬 コロナ・フロアブル（水和硫黄剤） うどんこ病 

６月上旬 ファイブスター顆粒水和剤（BT 水和剤） ハマキムシ類 

６月下旬 コロナ・フロアブル（水和硫黄剤） うどんこ病 

６月下旬 銅水和剤（ICボルドー412） 輪紋病 

８月下旬 ファイブスター顆粒水和剤（BT 水和剤） ハマキムシ類 
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③ 除草 
年に 6～7 回、草刈り機による機械除草を行

っており、除草剤は使用していません。 

販売状況等 
生果での販売が 8割で、加工（ジュース）販

売が 2割です。販売先は契約販売やネットによ

る個人宅配販売（メディアフロント：自然食ネ

ットコーナー）主体です。特にネット販売は 3

年前から始めましたが、リンゴの有機 JAS 栽

培は希少なため、全国北海道から沖縄まであら
ゆる地域から注文が入ります。通常の農薬を使

用した農産物を摂ることができない化学物質

過敏症の方々などには絶大な支持があり、注文

とともに感謝の手紙が送られてくることも多

く、逆にそれは有機 JAS 栽培の励みにもなっ

ています。 

収量は慣行栽培の 3分の 1から半分程度で、

サイズは中玉が主体です。しかし、単価は慣行

栽培の 2倍～4倍で取引されています。また「家

庭用」としてやや外観が落ちる規格でも喜んで

買ってもらえる顧客層にも恵まれています。将

来は法人化し、加工施設を建設したいと考えて

います。 

 

  

有機 JAS 認証リンゴ園 

左：赤ふじ、右：シナノゴールド 
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長野県松川町における減農薬リンゴ、ナシ、ブドウ栽培 
ライラック農園 宮沢 喜好 

 

園主の略歴 
1956年 戦後開拓２世の末っ子長男として生まれる 

1979年 信州大学農学部園芸農学科卒 

1987年 ジュース工場（増野りんご加工組合）を仲間と共に設立 

1997年 信州まし野ワイン株式会社社長就任 

2000年 日本有機中央会にて特栽認定 

2008年 松川町農業委員に選任 

2011年 同 委員長に選任 

農園の経営概要 
(1) 栽培品目と面積 
総面積 646ａ（畑がどんどん増えています） 

 リンゴ 244ａ（つがる、紅玉、ジョナゴールド、ふじ、他全 16種） 

 和梨・洋梨 196ａ 和梨（二十世紀、南水、他全 6種） 

   洋梨（スタークリムソン、オーロラ、他全 9種） 

 ワインブドウ 32ａ（リースリング、シャルドネ、メルロー） 

 キウイフルーツ 37ａ（ヘイワード） 

 ブルーベリー 25ａ（アーリーブルー、他） 

 栗 30ａ（ぽろたん、他） 

 さつまいも 10ａ（べにはるか、他） 

 苗木、幼木 72ａ 

(2) 労働力 
 家族 本人、妻、長男、二女、四女、母 

 パート 男性 5名、女性 10名位 

(3) 設備 
 農舎選果場 80坪位 

 冷蔵倉庫 40坪、10坪、4坪、2.5坪（温蔵を兼ねる） 

 堆肥舎 36坪 

(4) 機械 
スピードスプレヤー 3台、トラクター 4台、草刈り機 7台、高所作業機 3台、ホイールロ

ーダ 2 台、マニアスプレッダー、バキュームカー、キャリアカー、軽トラ・軽ワゴン 5 台、

撰果機 2台、他 

栽培の特徴 
当地は、果物には天恵の地で、標高 600ｍ～800ｍです。第 2次世界大戦後の両親らが開拓者と

して入植し、苦労して耕した畑に、リンゴ、ナシを適地に作付けています。 

特別農産物認証を取得し、減農薬・無化学肥料栽培を継続して 13年目になります。 

(1) 品目・品種 
多種を栽培し、不作時のリスク分散に努めています。このことにより、スタッフの周年雇用を実

施するために役立つとともに、取引先の多様な需要にも答えることが可能になっています。 
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(2) 土づくり 
堆肥材料にワイン工場の搾りかすおよび剪定枝の炭を利用し自家製堆肥を作り、土づくりに役

立てています。この堆肥の利用は、炭素固定による地球温暖化防止にも役立っていると考えてい

ます。 

(3) 病害虫対策 
農薬は出荷先の要望もあり、発がん性、催奇性、環境ホルモンなどの疑いのあるものの使用を控

えています。害虫の交信撹乱剤（コンフューザー）などの新技術をいち早く取り入れ、減農薬の

可能性を突き詰める努力をしています。 

減農薬によるリスクは、何度か痛い経験をし、それが蓄積した技術となって、もう二度と同じ失

敗を繰り返さないことと肝に銘じています。 

(4) 雑草対策 
除草剤を使用せず、草生栽培を実施しています。 

(5) 貯蔵 
大型冷蔵庫を備え、出荷時期を調整しながら果物の鮮度保持に努めています。特に洋梨では冷蔵

庫は必需品です。また、電力自給のため、太陽光発電設備を備えています。 

(6) 品質管理 
適期収穫、徹底した冷蔵管理を通して、品質を落とさないようにしています。たとえば、収穫時

のコンテナにラベルをつけて、どこの畑でいつ採れた果実かがトレースできるようにしています。 

また、クレーム、撰果荷造りに細心の注意を払っています。 

しかし、忙しさのあまり栽培管理を他人任せにし、農作物の品質低下を招くことがあります。逆

にスタッフが管理を心得ていて、品質向上を図っていることもあります。 

販売先、販売方法 
(1) 現在の取り組み 
（農事組合法人）増野を通して、出荷組合販売が 3分の 2、残りは個人向けの産直販売をしてい

ます。学校給食やレストランといった業務用需要も、最近の大切なお客さんです。最近のインタ

ーネットを利用した販売先の躍進は著しく、生産者側も積極的に情報を提供して売り上げを伸ば

しています。 

販売先は主に有機農産物の流通に特化した生協、流通業者などです。なかでも大地を守る会や株

式会社マルタとは、消費者の声をもとに意見交換を重ね、多くのことを学び、我々の今日がある

と思っています。 

直売所担当者から入ってくる消費者の声は、日々の販売の参考にしなければならないと感じて

います。年に何度かは、我々生産者も売り場に立ち、消費者と直接接するようにするなど、年間

を通して、切れ目なく商品を提供して売り場の確保に努めています。 

多品目栽培の弊害として、売り残しがかなりあります。リンゴはミックスジュースにできますが、

和梨、洋梨を完売するのが課題です。 

(2) 新しい試み 
新しいパッケージデザインなど、さらに販売促進ができるように工夫しています。 

ブログに投稿して農業日誌を発信、「ライラック便り」を手書きで発行するなど、情報発信に努

めています。 

また、台湾輸出の施設認可を取得し、農産物輸出への取り組みを検討しています。 
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栽培営農上の問題点および課題 
近年の異常気象による自然災害や隔年結果の克服が課題です。 

また、労務管理を怠ると、労働争議や仲間割れを起こすことがあります。人件費、果実袋（約 20

万枚）などの資材代の重い負担は不作の時は命取りです。私の場合、借金経営ですので、ここ 2～

3年が返済の山となり気が抜けません。 

なんだかやけに忙しく、家族の負担も多いので、たまにはレクレーションなど福利厚生にも気を

使いたいです。 
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長野県松川町における減農薬リンゴ、ナシ、ブドウ栽培（宮沢喜好）



自然の力を生かしたローコスト・省エネ稲作 

米山 修 
 

栽培の特徴 
１. 冬季湛水 藁を入れ、米ヌカを振って水を張り、冬の低温期に土ごと醗酵させます。 

２. 不耕起 根と共生している嫌気性の菌を生かし続けるため、不耕起で栽培します。 

３. 無農薬 初夏に発生する藻と浮草に抑圧され、草の発生は無視できます。 

４. 無肥料 土ごと醗酵しているため、無肥料でも十分に生育します。 

５. ミネラル一杯 海水塩を 1,000倍で 3回施します。食味が濃い感じです。 

2011年 10月～2012年 10月の実施例 

 

 

2011 年 10 月 12 日 

田に稲藁、全量を撒いて湛水開始 

2012 年 6 月 14 日 

田植えは手植えで 2～3 本（2013 年は 2 本限

定） 

2012 年 7月 16 日 

周りの田圃にほぼ追いつきました。 

稲も横幅の広い株に成長しています。 

驚くほど多くのトンボが羽化しました。 
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農業にマーケテイングを 
１. 有機栽培で何を目指すのか？ 

どのような顧客に対して、何を提供しようとしているのかを考えてみよう。 

２. 科学的に評価できないか？ 

栽培管理などやろうとしていることが出来ているのかどうかを、どのように客観的に評価し、

数値化できるのかを考えてみよう。 

３. 周囲の理解、支持を得ているか？ 

たとえば、今行っていることに対し、顧客の理解、支持が得られているかどうか考えてみよ

う。 

参考文献 
1. 新しい不耕起イネつくり（土が変わる田んぼが変わる） 岩澤信夫（1993年 12月、農山漁村

文化協会) 

2. 不耕起でよみがえる（日本不耕起栽培普及会） 岩澤信夫（2003年 11月、創森社） 

3. 究極の田んぼ（耕さず肥料も農薬も使わない農業） 岩澤信夫（2010 年 4 月、日本経済新聞

出版社） 

 

2012 年 10 月 11 日 

稲刈り 

2012 年 10 月 16 日 

脱穀 

92 坪で昨年は玄米 221kg（反当たり収量で 12

俵）。 

今年度は常時、深水栽培をテストしました。 

田の低い部分では分けつが悪く、反当り収量

は 9.5 俵でした。 
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自然の力を生かしたローコスト・省エネ稲作（米山 修）



有機農業の研修受入先をご紹介ください  
 

有機農業参入促進協議会（有参協）は、有機農業の参入促進を担っている団体が構成員とな

り、「公的機関及び民間団体と協働して、有機農業への新規及び転換参入希望者を支援するこ

と」を目的として設立いたしました。構成団体のさまざまな活動情報を紹介するとともに有参

協独自の活動を通して、参入支援情報の発信拠点としての役割を担っている団体です。  

有参協では、有機農業の実施者を増加させるための事業を進めています。この事業の一環と

して、有機農業研修受入先の情報整備を行い、これから有機農業の研修を希望する方に、ウェ

ブサイト「有機農業をはじめよう！」（yuki-hajimeru.net）を通じて、希望者に適切な情報を

提供しています。  

有機農業の研修をされたり、受けられたりしている皆様に、有機農業の研修受入先をご紹介

していただきたく、よろしくお願い申し上げます。  

ご紹介いただいた研修受入先には、当方より「有機農業研修受入先データベース作成のため

の調査」用紙をお送りして、研修内容や施設などについてお尋ねします。ご返送いただいた情

報については、研修受入先の皆様にご迷惑をおかけしないように最善の注意を払いながら、ウ

ェブサイトにて、研修を希望される方に情報を提供していきます。なお、ウェブサイトでの登

録も可能です。  

 

研修受入先と連絡の取れる情報＜個人（団体）名、連絡先（住所）、TEL、FAX、E-mailな

ど＞を下記の「有機農業参入促進協議会有機研修先調査室」までご連絡ください。  

皆様のご協力をお願いいたします。  

 

有機農業参入促進協議会  
有機研修先調査室  

〒518-0221 三重県伊賀市別府740 
社団法人全国愛農会内  

Tel: 0595-52-0108 FAX: 0595-52-0109 
E-mail:kensyu@yuki-hajimeru.net 
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都道府県 団体名 電話番号

全国 有機農業参入全国相談窓口 0558-79-1133

北海道 津別町有機農業推進協議会 0152-76-2151

北海道 北海道有機農業生産者懇話会 011-385-2151

北海道 （公財）農業・環境・健康研究所 名寄研究農場 01654-8-2722

岩手県 一関地方有機農業推進協議会 0191-75-2922

岩手県 岩手県農林水産部農業普及技術課 019-629-5652

宮城県 宮城県農林水産部農産園芸環境課 022-211-2846

秋田県 NPO法人永続農業秋田県文化事業団 018-870-2661

秋田県 公益社団法人秋田県農業公社 018-893-6212

山形県 遊佐町有機農業推進協議会 0234-72-3234

山形県 山形県農林水産部農業技術環境課 023-630-2481

福島県 (財)福島県農業振興公社 青年農業者等育成センター 024-521-9835

福島県 福島県農業総合センター有機農業推進室 024-958-1711

茨城県 NPO法人アグリやさと 0299-51-3117

茨城県 茨城県農林水産部農産課 029-301-1111

茨城県 NPO法人あしたを拓く有機農業塾 090-2426-4612

栃木県 NPO法人民間稲作研究所 0285-53-1133

栃木県 栃木県農政部経営技術課環境保全型農業担当 028-623-2286

群馬県 高崎市倉渕町有機農業推進協議会 027-378-3111

千葉県 有機ネットちば 0476-94-0867

千葉県 山武市有機農業推進協議会 0475-89-0590

東京都 東京都産業労働局農林水産部食料安全室生産環境係 03-5320-4834

東京都 特定非営利活動法人 日本有機農業研究会 03-3818-3078

新潟県 三条市農林課 0256-34-5511

新潟県 にいがた有機農業推進ネットワーク 025-269-5833

新潟県 NPO法人雪割草の郷 0256-78-7234

石川県 金沢市有機農業推進協議会 076-257-8818

長野県 （公財）自然農法国際研究開発センター 0263-92-6800

静岡県 一般社団法人MOA自然農法文化事業団 0558-79-1113

愛知県 オアシス21オーガニックファーマーズ朝市村 052-265-8371

三重県 社団法人全国愛農会 0595-52-0108

滋賀県 NPO法人秀明自然農法ネットワーク 0748-82-7855

兵庫県 兵庫県農政環境部農林水産局農業改良課 078-362-9210

奈良県 有限会社山口農園～オーガニックアグリスクールNARA 0745-82-2589

和歌山県 和歌山県農林水産部農業生産局果樹園芸課農業環境・鳥獣害対策室 073-441-2905

和歌山県 NPO法人和歌山有機認証協会 073-499-4736

島根県 島根県農林水産部農畜産振興課 0852-22-5109

岡山県 岡山商科大学経営学部岸田研究室 070-5424-2729

広島県 食と農・広島県協議会 090-3177-0438

徳島県 (特非）とくしま有機農業サポートセンター 0885-37-2038

香川県 香川県農政水産部農業経営課 087-832-3411

愛媛県 今治市有機農業推進協議会 0898-36-1542

高知県 有機のがっこう「土佐自然塾」 0887-82-1700

熊本県 くまもと有機農業推進ネットワーク 096-384-9714

熊本県 NPO法人熊本県有機農業研究会 096-223-6771

大分県 NPO法人おおいた有機農業研究会 097-567-2613

鹿児島県 鹿児島有機農業技術支援センター 0995-73-3511

沖縄県 （公財）農業・環境・健康研究所 大宜味農場 0980-43-2641

※詳しい情報はウェブサイト「有機農業をはじめよう！」（http://yuki-hajimeru.net/）に掲載しています。

有機農業参入促進協議会 事務局

〒390-1401 長野県松本市波田5632

TEL/FAX 0263-92-6622

office@yuki-hajimeru.net

有機農業相談窓口 一覧
平成25年12月26日現在
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有機農業講座、セミナー開催のご案内 

 

■有機農業実践講座 堆肥づくり・土づくりから育苗まで 
土壌の特性や作物に合わせた堆肥の造り方や使い方、堆肥を組み合わせた育苗培養土をベースと

した健全な育苗技術などを学ぶことを通して、「育土」について理解を深めていただく講座です。 

開 催 日 平成 26年 2月 8日（土）～11日（火）（3泊 4日） 

会 場 全国愛農会（三重県伊賀市）および堆肥・育土研究所（三重県津市） 

宿 泊 全国愛農会（三重県伊賀市） 

参加定員 15名 

受 講 料 30,000円 

宿泊食事代 15,000円（3泊 9食） 

主 催 有機農業参入促進協議会 

後 援 全国愛農会 

講 師 西村和雄、橋本力男 

 

 

 

 

 

■第 14回有機農業公開セミナーin福島～有機農業が地域に広がることのメリットを考える～ 

有機農業の推進には、就農窓口となる地方公共団体の参入受入体制の整備が欠かせません。地方

公共団体において参入受入体制を整備するには、まず「有機農業が地域に広がることのメリット」

を理解し、首長および担当者が地域農業振興の有力な手段として有機農業の推進に取り組めるよう

になる必要があります。 

そこで本年度、当協議会が農林水産省より受託した「有機農業参入支援データ作成事業」の調査

結果および先進的な取り組み事例をもとに、有機農業が地域に広がることのメリット、中でも有機

農業を志向する新規就農者の受け入れが地域の経済、活動などに及ぼす効果について、学び合い考

える場として、公開セミナーを開催いたします。 

開催日 平成 26年 3月 17日（月）13時～18日（火）14時 

会 場 福島県文化センター 小ホール (福島県福島市春日町)および二本松市東和地区 

参加費 1,000円（資料代）、1,000円（現地見学代） 

内 容 基調講演、先進事例発表、パネルディスカッション、現地見学会 

 

※参加申込方法など、詳しい情報はウェブサイト「有機農業をはじめよう！」（http://yuki-

hajimeru.net/）をご覧ください。 
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本資料の複製、転載および引用は、必ず原著者の了承を得た上で行ってください。 

 

 

2014年 1月 14日発行 

有機農業実践講座 落葉果樹栽培 資料集 

有機農業参入促進協議会事務局 

〒390-1401 長野県松本市波田 5632 

Tel/FAX：0263-92-6622 

Email：office@yuki-hajimeru.net 

Website: yuki-hajimeru.net 



 

 

 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

yuki-hajimeru.net 
有機農業参入促進協議会（有参協）では、有機農業をはじめたい方を

応援しています。全国の有機農業者、有機農業推進団体と連携して、

研修先、相談窓口などの情報発信や相談会、実践講座、公開セミナー

の開催など、さまざまな活動を行っています。 


